水産 加工 業者 向け 支援 措置 ( 令 


度 当初 予算 、 令 和 2 年 度 補正 予算 ) 


















































事業 名 支援 内 容 予算 計上 部 局 逆 引き キー ワー ド | ペー ジ 
マー ケッ トイ ン の 発想 に 基づく 「 売 れる も の づく 
水産 パリ ュー チェ ー ン 事業 の うち り 」 を する 上 で 支障 と な る 課題 を 、 水産 バ パリ ュー 水産 庁 
当初 | バリ ュー チェ ー ン 連携 推進 事業 の うち | チェ ー ン 関係 者 が 連携 し 、 情 報 流 ・ 物 流 の 高度 化 | 二流 通 課 |* 国 内 向け 1 
パリ ュー チェ ー ン 改善 促進 事業 | や 先端 技術 の 活用 等 を 図る こと で 、 克 服 し よう と る 
する 取組 等 を 支援 し ます 。 
新た な 商 流 づ 
くり 
水産 加工 業者 、 輸 出 関係 業者 、 漁 業 生 産 者 等 
補正 | 水産 物 輸出 拡大 緊急 対策 事業 の うち | が 連携 し て 、 国 際 マ ー ケ ッ ト に 通用 する モデ ル 的 | 水産 庁 | 大 輸出 向け 
水産 物 輸 出 拡大 連携 推進 事業 な 商 流 ・ 物 流 を 構築 し よう と する 取組 み に 対 し て | 加工 流通 課 大 機器 整備 
支援 し ます 。 
本 水揚げ 量 の 季節 変動 等 の 影響 を 受け る 水産 物 | 。。。 
の 確保 ・ 当初 | 特定 水産 物 供給 平準 化 事業 を 買取 ・ 保 管 し 、 水 産 加工 業者 等 の 求め る 時 期 に | 拭 湾 通 課 調整 保管 等 3 
提供 する 取組 を 支援 し ます 。 
国産 水産 物 の 流通 ・ 輸 出 の 促進 と 消費 拡大 を 上 
K 放 パリ ュー チェ ー ン の 図る た め 、① 加 工業 者 等 が 行う 加工 原料 を 新た 原料 転換 
泊 初 流 連 他 共 。 当 革 久信 事業 の うち | な 急 種 に 転換 する 取組 、② 学 校 給食 向け 加工 品 | 水産庁 |" 利 用 久 の 有効 | 4 
7 水産 加工 流通 構造 善 人事 業 | の 開発 及び 低 ・ 未 利用 魚の 有効 活用 等 で 連携 し | 加工 流通 課 | 生 品 等 
る ③ 輸 出 を 促進 する 取組 を 支援 し 太 ア ドバイ ザー 指導 
MA 水産 業 の スマ ー ト 化 を 推進 する 取組 に 必要 な 共 | 水産庁 
同 利用 施設 ・ 機 器 の 整備 、 産 地 市 場 の 統廃合 に | 防災 漁村 課 大 共同 利用 施設 5 
a 必要 な 共同 利用 施設 の 整備 等 を 支援 する こと に [ 2 ] 文 機器 整備 
の 整備 開発 | 補正 水産 業 競争 強化 緊急 施 設備 事業 | より 、 水 産業 の 成長 産業 化 を 推進 し ます 。 所 
等 
上 の 水産 に し 、 過 時 "新規 > 系 人 
県 ) の 水産 加工 業者 に 対し 、 ・ 新 規 開 水産 庁 へ | 大 販路 拡大 
当初 向 尋 水産 加工 業 等 販路 回 格 促 進 事業 」 生 の た め の 専 門 家 に よる 個別 指導 や セミ ナー 等 | メア ドバイ ザー 指導 | 
の 開催 、 必 要 な 機器 整備 を 支援 し ます 。 執行 
先端 技術 を 実際 の 製造 現場 に 複数 導入 し 、 一 
補正 加工 食品 の 国際 競争 力 強 化 に 向け た | 連 の シス テム と し て 実証 を 行い 、 そ の 成果 を 広く 食 産 局 大 新 技術 開発 ・ 実 証 8 
食品 製造 イノ ベー ショ ン 推 進 事業 情報 発信 し て 横 展 開 を 図る 取組 み 等 を 支援 し ま | 食品 製造 課 
水産 加工 食品 等 の 輸出 拡大 に 必要 な HACCP 及 0 
補正 | 食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 び ISO、FSSC 等 の 基準 を 満た す 施設 等 の 新設 | 共 | 文章 出 の た め の 施設 ・| 
当初 対応 施設 の 整備 VE RO 機器 の 整備 を 支援 し | 坦 逢 対策 課 | 大 HACCP 対 応 等 
1 加工 食品 の 輸出 拡大 に 向け て 、 商 品 開発 ・PR 
グロ ー バ ル 産 地 づ くり 緊急 対 Ne 
摘 正 | 地域 の 加工 食品 の 国際 衣 争 カ | | 等 や 生産 性 向上 等 に 必要 な 機械 の 改良 ・ 開 発 | 食 産 局 大 輸出 の た め の 機 器 | 2 
強化 支援 事業 や 、 コ ロナ 褐 で あっ て も loT 等 に より 生産 を 維持 で | 食品 製造 業 | 整備 
きる 機械 の 導入 等 を 支援 し ます 。 
4. 輸出 促進 
補正 | 海外 需要 創出 等 支援 緊急 対策 事業 090 生出 5 染 由 標 の 実 表 に 向け た 農林 水 本 
産物 ・ 食 品 の 輸出 拡大 実行 戦略 」 を 踏ま え 、 戦 略 | 。 > 9 
的 な 輸出 拡大 へ の サポ ー ト 、 高 付加 価値 水産 物 | 間 外 市 間 韻 海外 プロ モー ショ ン | 13 
ER の 海外 へ の 販路 拡大 等 を 支援 し ます 。 
GFP( 農 林 水 産物 ・ 食 品 輸出 プロ ジェ クト ) に 基 
づき 、 輸 出 に 取組 も うと する 水産 加工 業者 等 へ の | 食 産 局 
当初 | グロ ー バ ル 産 地 づ くり の 強化 輸出 診断 、 産 地形 成 に 必要 な 計画 策定 、 水 産 エ UE 文 輸出 計画 づく り 等 14 
コラ ベル の 国内 外 へ の 普及 に 向け た 取組 等 を 支 | 拓 ・ 食 文化 課 














援 し ます 。 




















地域 の 水産 加工 業者 の 指 来 を 担う 中 槻 的 人 村 
の の 育成 に 係る 取組 (研修 、 視 察 等 ) や 、 関 係 機関 | 。。 人 利 強 会 
当初 人 や 異 業種 と 連携 し た 事業 の 協業 化 等 に より 産地 加工 流通 課 * 思 種 及 び 同業 者 
援 事 業 水産 加工 業者 が 生産 性 向上 を 図 ろ うと する 取組 の 連携 





明和 PP 品 の 販売 先 な ど と 組ん で 、 
新た な ビジ ネス を 興し 、 商 流 全体 で 価値 向上 に 取り 組み た い 』 


水産 パリ ュー チェ ー ン 事業 の うち パパ リュ ー チ ェ ー ン 連携 推進 事業 の うち 
パリ ユー チェ ー ン 改善 促進 事業 


マー ケッ トイ ン の 発想 に 基づく 「 売 れる も の づく り 」 を する 上 で 支障 と な る 課題 を 、 水産 パリ ュー チェ ー 


ン 関 係 者 が 連携 し 、 情報 流 ・ 物 流 の 高度 化 や 先端 技術 の 活用 等 を 図る こと で 、 克服 し よう と する 取 
組 等 を 支援 し ます 。 





対象 と な る 方 
(① か ら 5③ ま で の 各 段 階 に 所 属す る 民間 団体 等 の 参加 は 必須 と し 、(① か ら ⑤ ま で で 構成 され る バリ 


ュー チェ ー ン 改善 協議 会 


① 生 産 段階 : 漁 業者 、 養 殖 業 者 又は これ ら の 者 が 構成 する 団体 
② 加 工 ・ 流 通 段 階 : 水産 加工 、 卸売 、 物 流 等 の 業 を 営む お 事業 者 等 
③ 販 売 段階 : 小売 店 、 外 食 ・ 給 食事 業者 、 中 食事 業者 等 

④ 行 政 ・ 試 験 研究 機関 

⑤ そ の 他 の 民間 団体 等 


(1) パ リョ ー チェー 政 医 検討 事業 (補助 率 : 定額 ) 
る 協議 会 の 運営 や 、 シ ステ ム ・ 新 技術 の 導入 に か か る 調査 ・ 検 討 に 要 
する 経 旨 を 支援 し ます 。 


(2) パリ ュー チェ ー ン 改善 シ ステ ム 構 築 事業 ( (補助 率 :1 ン 2) 
電子 シス テム の 開発 ・ 導 入 、 情 報 : こ 要 する 経費 を 支援 し ます 。 


(3) パリ ュー チェ ー ン 改善 実証 事業 (補助 率 :1 
新 製品 の 試験 製造 ・ ・ 販 売 3 END 
に 必要 な 経費 を 支援 し ま 


※ 本 事業 に 採択 され 、 機 器 の 整備 を 行う 場合 は 、 予 算 の 範囲 内 で 当該 年 度 の 「 水 産 加工 ・ 流 通 構造 
改善 促進 事業 」 の 連携 プロ ジェ クト の 支援 が 活用 可能 














2) 
う 取 組 の 効果 ・ 持続 可能 性 を 実証 する た め 


画 事業 の 流れ 
ーッ パリ ュー チェ ー ン 改善 協議 会 


補助 率 : 定額 、1 グ 2 
ご 利 用 方 法 
水産 庁 が 実施 する 公募 に 対し て 課題 提案 書 を 提出 し て 応募 する 必要 が あり ます 。 
ご 不明 の 点 に つい て は 下記 お 問い 合わ せ 先 に ご 連絡 くだ さい 。 














【 お 問い 合わ せ 先 】 
水産 庁 漁 政 部 加工 流通 課 調整 班 
電話 :03 一 6744 一 2350 0 


『 原 料 仕 入 先 や 輸出 商社 な ど と 組む こと で 、 
課題 を 克服 し 、 輸 出 拡大 に 取り 組み た い 』 


水産 物 輸出 拡大 緊急 対策 事業 の うち 


水産 物 輸出 拡大 連携 推進 事業 


水産 加工 業者 、 輸 出 関係 業者 、 漁 業 生 産 者 等 が 連携 し て 、 国際 マー ケッ ト に 通用 する モデ ル 


的 な 商 流 ・ 物 流 を 構築 し よう と する 取組 み に 対し て 支援 し ます 。 





対象 と な る 方 
(① か ら ③ ま で の 各 段 階 に 所 属す る 民間 団体 等 の 参加 は 必須 と し 、(① か ら ⑤ ま で で 構成 され る 


水産 物 輸出 拡大 連携 協議 会 


① 生 産 段階 : 漁 業者 、 養 殖 業 者 又は これ ら の 者 が 構成 する 団体 

② 加 工 ・ 流 通 段 階 : 水産 加工 、 卸売 、 物 流 等 の 業 を 営む お 事業 者 等 

③ 輸 出 段階 (※) : 我が国 か ら 海外 へ の 水産 物 の 輸出 又は 海外 に お ける 我が国 水産 物 の 輸入 
の 業 を 営む 輸出 商社 、 海 外 イ ン ポ ー タ ー・ デ ィ ス トリ ビ ピュー ター、 海外 バイ ヤー 等 

④ 行 政 ・ 試 験 研究 機関 

⑤ そ の 他 の 民間 団体 等 

※ た だ し 、 日 本 国内 に 所 在 する 民間 団体 等 の み に 限り ます 。 


(1) 輸 出 パ リュ ー チ ェ ー ン 改善 検討 事業 (補助 率 : 定額) 
事業 者 が 構成 する 協議 会 の 運営 や 、 シ ステ ム ・ 新 技術 の 導入 に か か る 調査 ・ 検 討 に 
要する 経費 を 支援 し ます 。 


(2) 輸 出 パ リュ ー チ ェ ー ン 改善 シス テム 等 導入 事業 (補助 率 :1 プ 2) 
シス テム ・ 機 器 の 整備 、 資 材 の 導入 に 要する 経費 を 支援 し ます 。 


(③) 輸出 パリ ュー チェ ー ン 改善 実証 事業 (補助 率 :1 プ 2) 
新 製 品 の 試験 製造 ・ 販 売 な ど 協 議会 が 行う 取組 の 効果 ・ 持 続 可能 性 を 実証 する た 
め に 必要 な 経費 を 支援 し ます 。 





画 事業 の 流れ 
ーー ジ 輸出 拡大 連携 協議 会 
ご 利用 頂く た め に は 、 水 産 訂 が 実施 する 公募 に 対し て 課 拓 提案 書 を 提出 し て 応募 する 
必要 が あり ます 。 


こ 不 明 の 点 に つい て は 下記 お 問い 合わ せ 先 に ご 連絡 くだ さい 。 


【 お 問い 合わ せ 先 】 
水産 庁 漁 政 部 加工 流通 課 調整 班 
電話 :03 一 6744 一 2350 


『 水 産 加工 原料 の 安定 的 な 供給 を 図り た い 。』 
( 令 和 3 年 度 当初 予算 ) 


特定 水産 物 供給 平準 化 事業 


水揚げ 量 の 季節 変動 等 の 影響 を 受け る 水産 物 を 買取 ・ 保 管 し 、 水産 加工 業者 等 の 求め る 時 期 に 


提供 する 取組 を 支援 し ます 。 





対象 と な る 方 
漁業 者 団体 等 


水産 加工 業者 等 へ の 国産 水産 加工 原料 の 安定 供給 に 資す る た め 、 漁 業者 等 か 
ら 買 い 取 っ た 水産 物 等 を 保管 し 、 水 産 加工 業者 等 に 対し て 安定 的 に 販売 (調整 保 
管 ) す る 漁業 者 団体 等 の 取組 に 必要 な 、 買 取 代 金 等 を 資金 調達 し た 際 に 要する 金 
利 や 調整 保管 に 要する 保管 料 等 に つい て 支援 し ます 。 


画 事業 の 流れ 
| mlー つ > 水産 物 安定 供給 推進 機構 ーー | 洒 団 人 等 | 
定額 定額 
1 ン 2 全国 漁業 協同 組合 連合 会 

全国 水産 加工 業 協同 組合 連合 会 
北海 道 漁業 協同 組合 連合 会 
日 本 遠洋 旋 綱 漁業 協同 組合 
山陰 旋 網 漁業 協同 組合 
漁業 協同 組合 連合 会 な ど 

ご 利用 方 法 


【 お 問い 合わ せ 先 】 
水産 物 安 定 供給 推進 機構 
電話 :03 一 3254 一 7044 
水産 庁 漁 政 部 加工 流通 課 調 整 班 
電話 :03 一 6744 一 2350 - 


『 不 漁 魚 種 か ら の 原料 転換 や 企業 連携 ・ 輸 出 開拓 に より 、 
国産 水産 物 由 来 加工 品 の マー ケッ ト を 拡大 し た い 』 


水産 パリ ュー チェ ー ン 事業 の うち 流通 促進 ・ 消 費 等 拡大 対策 事業 の うち 


水産 加工 ・ 流 通 構造 改 矢 促進 事業 


国産 水産 物 の 流通 ・ 輸 出 の 促進 と 消費 拡大 を 図る た め 、① 加 工業 者 等 が 行う 加工 原料 を 新た 
な 魚 種 に 転換 する 取組 、② 学 校 給食 向け 加工 品 の 開発 及び 低 ・ 未 利用 魚の 有効 活用 等 で 連携 


し て 対処 する 取組 、③ 輸 出 を 促進 する 取組 を 支援 し ます 。 





対象 と な る 方 
水産 加工 業者 等 又は これ ら 5 の 団体 


(1) 対 象 の 取組 


漁獲 量 が 減少 し 入手 困難 な 魚 種 ( ス ル メ イカ 、 サン マ な ど ) か ら 漁 獲 量 が 豊富 な 魚 
種 等 新た な 魚 種 に 加工 原料 を 転換 する 取組 


加工 業者 等 が 他 の 関係 事業 者 と 2 者 以上 で 「 連 携 協議 会 」 を 組織 し 、 単 独 で は 
対応 が 困難 な 課題 に 効果 的 に 対応 する た め の 取 組 


国産 水産 物 の 輸出 額 の 増加 見 込み 等 か ら 実 証 効 果 が 十分 な 取組 
(2) 対象 経費 
市 場 調査 ・ 商 談 等 旅費 、 コ ン サ ル テ ィ ン グ 経 費 、 プ ロモ ーション 資材 等 作成 費 、 加 エ 
機器 ・ 資 材 *、 流 通 機器 ・ 資 材 * な ど 
* 連 携 プ ロジ ェクト の 対象 経費 の うち 加工 機器 ・ 資 材 、 流 通 機器 ・ 資 材 は 、 
・「 学 校 給 食 向け 加工 品 の 開発 」、「 低 ・ 未 利用 魚 へ の 原料 転換 ・ 有 効 活用 を 図 
る 取組 ( 国 、 地 公 体 等 が 資源 管理 措置 の 対象 と し て いる 魚 種 は 除く ) 」 
・ 別途 実施 する 「 パリ ュー チェ ー ン 改善 促進 事業 (事業 実施 計画 の 承認 を 得 た 年 度 
に 限る 。 ) 又は 水産 店 が 認定 し た 水産 加工 業 イ リノベーション プラ ン ( 当該 プラ ン の 認 
定 を 受け た 翌年 度 に 限る 。 ) を 実践 する 取組 」 
の いずれ か の 場合 に 限り ます 。 
(3) 補 助 率 対象 経費 の 
(1) 国 産 水 産物 流通 促進 セン ター へ 課題 提案 書 を 提出 。 事業 評価 審査 委員 会 の 審査 を 経 
て 、 プ ロジ ェクト 実施 者 と し て 選定 され ます 。 
(2) 国 産 水 産物 流通 促進 セン ター の 指示 に 従い 、 補 助 金 の 交付 等 の 手続 き を 行い ます 。 
(3) 本 事業 の 詳細 や これ まで の 取組 実績 な ど は 、 国産 水産 物流 通 促進 セン ター ホー ムペ ー ジ 
(http://www_fish-jfrcajp/suisan/) を 参照 し て くだ さい 。 


【 お 問い 合わ せ 先 】 
水産 庁 漁 政 部 加工 流通 課 調整 班 
電話 :03 一 6744 一 2350 


『 産 地 市 場 や 加工 施設 な どの 共同 利用 施設 を 整備 し た い 』 


令 和 3 年 度 当初 予算 
① 浜 の 活力 再生 ・ 成 長 促進 交付 金 
令 和 2 年 度 補正 予算 ) 


② 水 産業 競争 力 強 化 緊急 施設 整備 事業 


水産 業 の スマ ー ト 化 を 推進 する 取組 に 必要 な 共同 利用 施設 ・ 機 器 の 整備 、 産 地 市 場 の 統 廃 
合 に 必要 な 共同 利用 施設 の 整備 、 衛 生 環 境 を 強化 する た め に 必要 な 共同 利用 施設 の 整備 等 


を 支援 する こと に より 、 水産 業 の 成長 産業 化 を 推進 し ます 。 





対象 と な る 方 


浜 プ ラン に 参画 する 水産 加工 業 協 同 組合 、 又 は 、 水 産 加工 業 又 は 水産 流通 業 の 発展 
を 目的 と する 団体 ・ 法 人 (水産 加工 業者 又は 水産 流通 業者 (5 人 以上 ) が 主たる 構成 員 と 
な る 団体 ) 


広域 浜 ブ ラン ( 浜 プ ラン ) に 参画 する 水産 加工 業 協同 組合 





(1) 対 象 施設 
鮮度 保持 施設 、 加 工 処理 施設 、 人 荷さばき 施設 、 廃 茎 物 等 処理 施設 、 加 工 流 
通 作業 等 軽 労 化 施設 、 衛 生 環 境 強 化 施設 な ど 


(2) 補助 率 
事業 費 の 


※ 事 業 を 実施 する 際 は 都 道 府 県 に 申請 し て くだ さい 。 


【 お 問い 合わ せ 先 】 
・ 水 産 庁 漁 政 部 加工 流通 課 企画 調査 班 
電話 :03 一 3591 一 5612 
・ 各 都 道 府 県 水産 部 局 


「 東 日 本 大 岩 災 被災 地産 の 
水産 加工 品 の 販路 を 回 復 ・ 開 拓 し た い 』 


復興 水産 加工 業 等 販路 回 復 促進 事業 


被災 地 ( 青 森 ~ 千 葉 の 各 県 、 栃 木 県 及び 群馬 県 ) の 水産 加工 業者 に 対し 、 販 路 回 復 ・ 新 規 


開拓 等 の た め の 専 門 家 に よる 個別 指導 や セミ ナー 等 の 開催 、 必 要 な 機器 整備 を 支援 し ます 。 





"東日本 大 居 鱗 の 撤 炎 地 で 水産 加工 業 を 営む 事業 者 等 
な お 、 こ の 事業 に お いて 被災 地 と は 、 青 森 県 、 岩 手 県 、 宮 城 県 、 福 島 県 、 茨 城 県 、 栃 木 県 、 
群馬 県 及び 千葉 県 の 8 県 に お いて 著しい 被害 が あっ た 地域 と し ます 。 


① 復興 水産 販路 回 復 ア ドバイ ザー に よる 現地 指導 事業 
復興 水産 販路 回 復 ア ドバイ ザー( 商 品 開発 コー ディ ネー ター、 6 次 産業 化 プ ラン ナ 
ー、 地 域 活性 化 支援 アド バイ ザー 等 の 専門 家 ) に よる 個別 指導 を 無料 で 受け る こと 
が で きま す 。 
② 販路 回 復 セ ミナ ー の 開催 
商談 力 や 加工 技術 の 向上 、 輸 出 の 取り 組み 方 等 、 販 路 の 回 復 ・ 開 拓 に 役立つ 
テー マ に つい て の 専門 家 等 を 講師 に し て セミ ナー を 開催 し ます 。 
③ 商談 会 の 開催 
被災 地 水 産 加工 品 の 安全 性 の アピ ー ル や 震 災 で 失っ た 販路 の 回 復 の た め 、 全 国 
の 主要 な 消費 地 に お いて 商談 会 を 開催 し 、 そ の 出展 経費 を 支援 し ます 。 
④ 復興 水産 加工 業 販路 回 復 促進 セン ター ホー ムペ ー ジ 
本 事業 の 事業 実施 主体 で ある 復興 水産 加工 業 販路 回 復 促進 セン ター の ホー ム 
ペー ジ に お いて 、 被 災 地 の 企業 に よる 取組 や 、 専 門 家 に よる 販路 回 復 に 関す る コラ ム 
等 を 掲載 し て いま す 。 


被災 地 の 水 産 加 工業 者 の 、 販 路 回 復 ・ 新 規 創出 等 に 向け た 取組 に 必要 な 加工 
機器 の 整備 や 新 商品 開発 、 マ ー ケ ティ ング 調査 等 に 必要 な 経費 を 支援 し ます 。 


画 事業 の 流れ 


a > 復興 水産 加工 業 販路 回 復 セ ンタ ー ブッ 被災 地 の 水 産 加工 業者 等 
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全国 水産 加工 業 協同 組合 連合 会 
(代表 機関) 

( 公 財 ) 日 本 水産 資源 保護 協会 
(一 社 ) 大 日 本 水産 会 

東北 六 県 商工 会 議 所 連合 会 


ご 利 用 方 法 


下記 お 問い 合わ せ 先 の 復興 水産 加工 業 販路 回 復 促進 セン ター まで お 問い 合わ 
せく だ さい 。 


以下 の 要件 が ご ざい ます 。 

1) 青 森 県 、 岩 手 県 、 宮 城 県 、 福 島 県 、 茨 城 県 、 栃 木 県 、 群 馬 県 及び 千葉 県 に 
水産 加工 施設 が 所 在 し て いる こと 。 

2) 東 日 本 大 震 災 に よる 直接 的 又は 間接 的 被害 を 受け て いる こと 。 

3) 水産 加工 施設 が 復旧 し 、 生 産能 力 が 回 復 し し と いる こと 。 

4) 被災 前 と 比較 し 、 売 上 が 減少 し て いる と 認め られ る こと 。 

5) 売 上 の 減少 と 被災 と の 因果 関係 が 客観 的 に 認め られ る こと 。 

6)(1)① の 復興 水産 販路 回 復 ア ドバイ ザー に よる 指導 を 受け て いる こと 。 


詳し く は 、 下 記 お 問い 合わ せ 先 の 復興 水産 加工 業 販路 回 復 促 進 セ ンタ ー ま で お 
問い 合わ せく だ さい 。 また 、 これ まで の 取組 実績 等 は 同 セ ンタ ー の ホー ムペ ー ジ を 参照 
し て くだ さい 。 


【 お 問い 合わ せ 先 】 
復興 水産 加工 業 販路 回 復 促 進 セ ンタ ー 
(代表 機関 : 全 国 水産 加工 業 協同 組合 連合 会 
電話 :03 一 3662 一 2040 
URL : httD:Www.fukko-hanro.jD/ 


『 ロ ボッ ト 、 AI、IoT 等 の 先端 技術 を 活用 し て 
生産 性 向上 を 図り た い 』 


加工 食品 の 国際 競争 力 強 化 に 向け た 
食品 製造 イノ ベー ショ ン 推 進 事業 


先端 技術 を 実際 の 製造 現場 に 複数 導入 し 、 一 連 の シス テム と し て 実証 を 行い 、 そ の 成果 を 


広く 情報 発信 し て 横 展 開 を 図る 取組 み 等 を 支援 し ます 。 





水産 加工 業者 を 含む 食品 製造 事業 者 及び 民間 団体 等 


食品 製造 業 の 生産 性 の 向上 を 目的 に 、 Al、 ロ ボッ ト 、1oT 等 の 先端 技術 を 実際 の 製造 
現場 に 複数 導入 し 、 生 産 コ スト 低減 や 安定 生産 に 向け た 、 生 産 工程 の 自動 化 や 遠隔 で の 
製造 モニ タリ ング 、 品 質 管 理 、 安全 管理 な ど 一 連 の シス テム に つい て 実証 する 取組 を 支援 し 
ます 。 
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労働 力 が 半減 し て も 現状 の 生産 力 を 維持 する な ど 。 2 
労働 生産 性 を 著しく 向上 させ る 新 シ ステ ム の 開発 ・ 実 証 








画像 処理 を 用 いた 自動 ヘタ 取り 機 導入 に よる ロボ ッ ト に よる 中 心 温 度 測定 の 自動 化 
生産 性 向上 


補助 率 : 

食品 製造 事業 者 、 機 械 メー カー、 情 報 関連 企業 、 研 究 機関 等 を 構成 員 と する 
コン ソー シア ム : 1/2 以 内 

食品 製造 事業 者 、 民 間 団 体 等 :3/10 以 内 


支援 を 受け た い 食 品 製 造 事業 者 等 は 、 事 業 実施 主体 (民間 団体 等 ) が 行う 公募 に 応 
募 い た だ きま す 。 
(公募 に 関す る 情報 は 、 事 業 実施 主体 の HP 等 で 公表 され ます 。 ) 
・ 応 募 す る 場合 は 、 所 定 の 様式 に 則り 事業 計画 書 の ほか 、 申 請書 等 提出 書類 一 式 を 
作成 し 、 事 業 実施 主体 に 提出 し て いた だ きま す 。 
(提出 され た 事業 計画 書 等 は 、 外 部 有識者 等 で 構成 され た 審査 委員 会 で 審査 され 、 
審査 結果 に 基づい て 、 事 業 を 実施 する 事業 者 の 採択 の 決定 が 行わ れ ます 。 ) 
(応募 すれ ば 、 必 ず 採 択 さ れる と は 限り ませ ん の で 、 ご 留意 願い ます 。 ) 
(採択 され た 事業 者 名 の 情報 は 、 事 業 実施 主体 の HP で 公表 され ます 。 ) 
・ 本 事業 に より 導入 、 実 証し た 技術 、 ノ リウ ハウ に つい て は 、 広 く 情報 発信 を 図る 、 安価 で 
他社 に 提供 を 行う な ど 、 広く 技術 の 横 展 開 に 努め て いた だ きま す 。 


画 事業 の 流れ 


民間 団体 等 食品 事業 者 等 
定額 


1/2、3/10 


【 お 問い 合わ せ 先 】 
食料 産業 局 食品 製造 課 食品 企業 行動 室 
電話 :03 一 6738 一 616G6 


『 農 林 水 産物 ・ 食 品 の 輸出 の 拡大 に 向け て 、HACCP 等 に 対応 し た 
施設 や 機器 の 整備 を 行い た い 』 


食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 
対応 施設 の 整備 


令 和 2 年 度 補正 予算 、 令 和 3 年 度 当 初 予算 ) 
輸出 向け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 の 取得 に よる 輸出 先 国 の 規制 等 へ の 対応 や 、 家 庭 食 向け な 


どの 輸出 先 国 の ニー ズ へ の 対応 に 取り 組む 食品 製造 事業 者 の 方 向け に 施設 や 機器 の 整備 、 コ ン サ 
ル や 認証 取得 等 に 必要 な 費用 を 支援 し ます 。 





生出 を 行う 計画 を も つ 食 品 製造 業者 、 食 品 加工 業者 、 食 品 流通 事業 者 、 中 間 加 エエ 
業者 な ど 。 個別 事業 者 も 含む 。( 例 : 肉 製品 、 水 産 加工 品 、 農 産 加 工 品 、 菓 子 や 卵 製 
品 な ど あ ら ゆ る 食品 の 製造 ・ 加 工業 者 ) 


(1) 施設 整備 事業 

輸入 条件 へ の 対応 、 輸 出向 け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証取 得 に 向け た 対応 及び 輸出 先 
国 の ニー ズ へ の 対応 に 必要 な 施設 ・ 設 備 の 整備 (新設 ・ 増 築 、 改 築 及 び 修 繕 を 含む 。 ) 
及び 機器 の 整備 を 支援 。 





【 対 象 施設 ・ 機 器 の 例 】 
施設 の 衛生 管理 の 強化 に 向け た 排水 溝 、 床 、 壁 等 の 改修 。 エ アー シャ リー、 殺 菌 機 
ET VT 置 ・ 設 備 の 導入 。 家庭 食 向 け の パッ 
キン グ 設 備 の 導入 。 等 


(2) 効果 促進 事業 

認証 取得 に 向け た コン サル ティ ング 費 や 認 証取 得 後 の 適切 な 管理 ・ 運 用 を 行う た の め の 
人 材 育成 に 係る 研修 費 等 、 AP 層 高め る た め に 
必要 な 費用 を 支援 し ます 。(① の 事業 費 の 20% 以 内 ) 


交付 額 及 び 交 付 率 





(1) 交付 額 
く ぐ 令 和 2 年 度 補正 予算 > 上 限 5 億 円 、 下 限 250 万 円 
く ぐ 令 和 3 年 度 当 初 予算 > 上 限 3 億 円 、 下 限 500 万 円 


(2) 交付 率 


交付 率 は 、 輸出 向け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 を 取得 する 場合 は 1/2、 そ れ 以 外 の 場合 は 
3/10 と な り ま す 。 詳細 は 実施 要綱 を ご 確認 くだ さい 。 
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農林 水産 物 ・ 食 品 の 輸出 の 拡大 に 向け た 施設 ・ 設 備 の 整備 を 支援 し ます ! 
施設 整備 事業 


① HACCP 等 の 認定 取得 に 必要 な 規格 を 満た す た め の 施設 ・ 設 備 


② 輸出 先 国 の バイ ヤー 等 が 求め る TSO、FSSC、JFS-C 等 の 認証 
取得 に 必要 な 規格 を 満た す た め の 施設 ・ 設 備 


③ 輸出 先 国 の ニー ズ に 対応 し た 製品 を 製造 する た め の 設 備 等 


効果 促進 事業 


施設 整備 と 一 体 と な つて その 効果 を 一 層 高 め る た め に 必要 な 費用 
(コン サル 費 等 ) 


」 sa _ 排水 漠 





ーー す 、、 





| 関 に 
上 | 
空気 を 経由 し た 汚染 の 防止 設備 施設 の 衛生 管理 の 強化 に 向け た 排水 溝 、 = に 則 
(パー ティ ショ ン ) の 導入 床 、 壁 等 の 改修 温度 世 理 を 要する 装置 ・ 設備 の 導入 
ご 利用 方 法 
整備 を 行う 施設 等 が 所 在 する 都 道 府 県 窓口 へ ご 連絡 願い ます 。 都 道 府 県 窓 ロリ スト は 以下 
に 掲載 し て いま す 。 


https://www.maff.gojp/J/shokusan/expot/gfp/attach/pdf/haccp-64.pdf 





【 お 問い 合わ せ 先 】 


道上 事務 所 生産 経営 産業 部 事業 支援 課 電話 :011-330-8810 。 資料 全休 に 関す る 問い 合わ せ 窓口 
東北 農政 局 経営 事業 支 揚 部 輸出 促進 課 電話 :022-221-6402 A ER 


関東 農政 局 経営 事業 支援 部 輸出 促進 課 電話 :048-740-0459 入 畠 生 局 、 物 由 者 国 婦 提 対 第 放 
北陸 農政 局 経営 事業 支援 部 輸出 促進 課 電話 :076-232-4233 電話 :03-6744-7184 


東海 農政 局 経営 ・ 事 業 支援 部 輸出 促進 課 電話 :052-223-4619 
近畿 農政 局 経営 ・ 事 業 支 援 部 輸出 促進 課 電話 :075-414-9101 
中 国 四 国 農 政局 経営 ・ 事 業 支援 部 輸出 促進 課 電話 :086-230-4258 
九州 農政 局 経営 ・ 事 業 支 援 部 輸出 促進 課 電話 :096-300-6340 
内 閣府 沖縄 総合 事務 局 農林 水産 部 食料 産業 課 電話 :098-866-1673 - |1- 


『 加 工 食品 の 国際 競争 力 強 化 の た め の 開 発 ・PR 等 や 、 
生産 性 向上 等 に 必要 な 新 技術 導入 ・ 機 器 整 備 を し た い 』 


グロ ー バ ル 産 地 づく り 緊 急 対策 事業 
(地域 の 加工 食品 の 国際 競争 力 強 化 支援 事業 ) 


加工 食品 の 輸出 拡大 に 向け て 、 商 品 開発 ・PR 等 や 生産 性 向上 等 に 必要 な 機械 の 改良 ・ 開 発 


や 、 コ ロナ 褐 で あっ て も loT 等 に より 生産 を 維持 で きる 機械 の 導入 等 を 支援 し ます 。 





加工 食品 の 輸出 拡大 を 目指 す 食品 製造 事業 者 等 
(た だ し 、「 農 林 水 産物 ・ 食 品 の 輸出 拡大 実行 戦略 」( 令 和 2 年 11 月 30 日 ) に 記載 の あ 
る 清涼 飲料 水 、 菓 子 、 リ ソー ス 混 合 調味 料 、 味 噌 ・ 醤 油 を 優先 ) 


(1) 加 工 食 品 の 国際 競争 力 強 化 の た め の 開 発 ・PR 等 
食品 製造 事業 者 等 が 行う 輸出 先 国 が 求め る 食品 ・ 高 付加 価値 食品 ・ レ シ ピ の 開発 、 
伝統 的 技術 等 を 活用 し た 加工 食品 の PR、 実 証 試験 等 。 


(2) 食品 製造 業 の 生産 性 向上 等 に 必要 な 新 技術 導入 ・ 機 器 整備 
地域 の 中 小食 品 製造 事業 者 等 が 国際 競争 力 強 化 や 生産 性 向上 に 資す る 効率 化 ・ 
省 人 化 の た め の 新 技術 導入 ・ 機 器 整 備 等 。 


(3③) 補 助 率 
補助 率 は 、 補 助 の 対象 と な る 経費 に つい て 定額 又は 1/2 以 内 若しくは 3/10 以 内 を 
助成 し ます 。 


画 事業 スキ ー ム 
公 四 公募 
mes hh | 食品 製造 事業 者 等 
定額 定額 、1/2、 3/10 


公募 時 に 関係 機関 に 必要 書類 を 提出 し て くだ さい 。 


【 お 問い 合わ せ 先 】 
食料 産業 局 食 品 製造 課 


電話 :03ー6744 一 7180 2 


『 世 界 に 向け て 販路 を 拡大 し た い 』 


令 和 2 年 度 補正 予算 ) 


海外 需要 創出 等 支援 緊急 対策 事業 


令 和 3 年 度 当 初 予算 ) 


戦略 的 輸出 拡大 サポ ボート 事業 


2030 年 輸出 5 兆 円 目標 の 実現 に 向け た 「 農 林 水 産物 ・ 食 品 の 輸出 拡大 実行 戦略 」 を 踏ま え 、 


戦略 的 な 輸出 拡大 へ の サポ ー ト 、 高 付加 価値 水産 物 の 海外 へ の 販路 拡大 等 を 支援 し ます 。 





水産 加工 業者 を 含む 食品 事業 者 及び その 民間 団体 等 


(1) 海 外 番 要 創出 等 支援 緊急 対策 事業 (補正 ) 

① JETRO に よる デジ タル ツー ル を 活用 し た ビジ ネス マッ チン グ の 成果 を 向上 させ る 取組 へ の 
支援 を 強化 し ます 。 

② JFOODO に よる 日 本 産 食材 の 重点 的 ・ 戦 略 的 プロ モー ショ ン を 強化 し ます 。 

③ 品目 団体 等 に よる 重点 分 野 ・ テ ー マ 別に 集中 実施 する 販路 開拓 支援 を 強化 し ます 。 

④ 輸出 を 率 引 する 現地 小売 ・ 飲 食 店 の 活用 や 流通 事業 者 等 を 通じ た 日 本 産 食 材 等 の 
販路 拡大 を 支援 し ます 。 

(2) 戦略 的 輸出 拡大 サポ ー ト 事業 (当初 ) 

① JFOODO に よる 、 海外 市 場 分 析 に 基づく 戦略 的 プロ モー ショ ン 、 新た な マー ケッ ト 開 拓 
の 取組 を 支援 し ます 。 

② JETRO に よる 、 国内 外 の 商談 会 の 開催 、 海 外見 本 市 へ の 出展 、 セ ミナ ー 開 催 、 専 門 
家 に よる 相談 対応 、 日 本 産 食 材 サ ポー ター 店 等 と 連携 し た 日 本 産 食 材 キ ャ ン ペ ー ン の 実 
施 を オン ライ ン を 含め 支援 し ます 。 

③ 輸出 拡大 が 期待 され る 具体 的 な 分 野 ・ テ ー マ に つい て 、 マ ー ケ ティ ング の 専門 家 を 活用 し 
た 上 で 、 数 値 目 標 を 定め て 取り 組む 団体 ・ 民 間 事 業者 等 に よる 海外 販路 の 開拓 ・ 拡 大 
を 支援 し ます 。 


ご 利用 方 法 
JETRO が 事業 実施 主体 と な り ま す 。 JETRO が 参加 事業 者 等 を 募集 ・ 公 募 し ます 。 
(募集 や 公募 は JETRO の HP で 公表 さ れ ま す 。 ) 。 


【 お 問い 合わ せ 先 】 
食料 産業 局 海外 市 場 開拓 ・ 食 文化 課 
電話 :03 一 6744 一 1502 
JETRO ホ ー ム ペー ジ https://www. jetro. go. jp/ 
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『 産 地 が か か える 課題 を 解決 し 、 
世界 市 場 に 通用 する 産地 を 構築 し た い 』 


グロ ー バ ル 産 地 づ くり の 強化 


GFP( 農 林 水 産物 ・ 食 品 輸出 プロ ジェ クト ) に 基づき 、 輸出 に 取組 も うと する 水産 加工 業者 等 へ の 


輸出 診断 、 産 地形 成 に 必要 な 計画 策定 、 水 産 エ コラ ベル の 国内 外 へ の 普及 に 向け た 取組 等 を 支 
援 し ます 。 





水産 加工 業者 を 含む 食品 事業 者 及び 民間 団体 等 


1. GFP ガロ ー バ ル 産 地 づ くり 強化 対策 
① GFP ガロ ー バ ル 産 地 計画 策定 等 の 支援 
グロ ー バ ル 産 地形 成 を 具体 的 に 進め る た め の 計 画策 定 、 生 産 ・ 加 工 体制 の 構築 、 事 業 
効果 の 検証 な ど 、 産地 形成 を 本 格 的 に 進め る 取組 を 支援 し ます 。 


。 2 年 目 -3 年 目 








3 の 見 | ( 


事 
業 
の 
交 
付 
決 
定 


替 光 ・ 語 滞 園 


等 噂 モス ー ロ させ m6) 
入 科 S 英 加 圧 藤 


関連 事業 活用 (ソフ ト ・ ハ ー ド 事業 な ど ) 


② GFP コミ ュ ニ ティ の 形成 、 輸 出 診断 等 
生産 者 等 へ の 輸出 診断 や 、 交流 会 に よる GFP 登録 者 の コミ ュ ニ ティ 形成 を 行う な ど 意欲 
ある 生産 者 等 に 重点 的 な サポ ー ト ・ 情 報 を 提供 し ます 。 ま た 、 輸 出 塾 等 を 通じ て 、 も う 一 押 
し で 輸出 に つなが る GFP 登 録 者 を 支援 し ます 。 





2. 日 本 発 の 水産 エコ ラベ ル の 普及 推進 に 係る 支援 
我が国 の 水産 物 が 持続 可能 な 漁業 ・ 養 殖 業 に よっ て 生産 され て いる こと を 示す 、 日 本 発 
の 水産 エコ ラベ ル の 国内 外 へ の 普及 に 向け た イベ ント 出展 等 の 取組 を 支援 し ます 。 
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・1 の ① 事 業 に つい て は 、 都 道府県 を 通じ た 間接 補助 事業 と な り ま す 。 要望 調査 に より 補 
助 金 交付 候補 者 を 決定 し ます 。 な お 、 有 要望 調 査 は 1 月 中 旬 よ り 実 施し て いま す 。 応募 に 
あたっ て の 申請 様式 等 は 最寄り の 都 道 府 県 の 農林 水産 物 ・ 食 品 輸出 担当 部 署 に お 問 
い 合わ せく だ さい (応募 締切 は 各 都 道府県 に よっ て 異な り ます 。 ) 

・1 の ② 事 業 に つい て は 、 GFP コ ミュ ニテ ィ サ イト に 登録 (無償 ) す る こと で 、 様 々 な サー ビス を 
受け る こと が で きま す (https://www.gfp1.maff.gojp/) 。 





・2 の 事業 に つい て は 、 公募 で 選ば れる 民間 団体 等 が 事業 実施 主体 と な り ま す ( 公 募 結 
果 は 農林 水産 省 の HP で 公表 され ます ) 。 支援 を 受け た い 水 産 加工 業者 は 、 事 業 実施 
主体 へ ご 相談 くだ さい 。 

・GFP グ ロー バル 産地 づく り 推進 事業 の 令 和 2 年 度 に お ける 採択 事業 と し て は 、 水 産物 を 
含む お 63 の プロ ジェ クト が ご ざい ます 。 参考 に し て くだ さい 。 
https://www.maff.gojp/J/shokusan/export/gfp/attach/pdf/ 


lobal_saitaku-7.pdf 





【 お 問い 合わ せ 先 】 
食料 産業 局 海外 市 場 開拓 ・ 食 文化 


市 


電話 :03 一 6744 一 7172 - 15- 


『 産 地 の 若 手 経営 者 等 で 集まっ て 各 々 の レベ ル ア ッ プ を 図る ほか 、 
産地 加工 の 将来 を 検討 し 、 新 取組 に チャ レン ジ し て みた い 』 


水産 パリ ュー チェ ー ン 事業 の うち 


産地 水産 加工 業 イ ノ ベ ー シ ョ ン ブ ラ ン 支 援 事業 


地域 の 水産 加工 業者 の 将来 を 担う 中 核 的 人 材 の 育成 に 係る 取組 (研修 、 視 察 等 ) や 、 関 係 機 
関 や 異 業種 と 連携 し た 事業 の 協業 化 等 に より 産地 水産 加工 業者 が 生産 性 向上 を 図 ろ うと する 取 


組 を 支援 し ます 。 





対象 と な る 方 (事業 ) 
水産 加工 業者 又は これ ら が 主たる 構成 員 と な る 組織 


産地 の 水産 加工 業者 の 若手 経営 者 等 が チー ム を 組み 、 レ ベル アッ プ に 向け た 研 
修 の 場 づ くり と 、 こ れ を 通じ た 水産 加工 業者 の 中 核 的 な 人 材 の 育成 、 課 題 解決 の 
た め に 必要 な 知識 や スキ ル を 将 得する た め の 取 組 に 必要 な 経費 を 支援 し ます 。 
(取組 内 容 、 補 助 対象 予算 の 例 ) 
・ 産 地 の 課 題 (販路 開拓 、 金 融 ・ 保 険 、 輸 出 促進 等 ) を 解決 する た め の 研 修 会 
の 開催 に 必要 な 、 会 場 費 、 講 師 旅 費 、 講 師 謝金 。 
・ 先 進 的 な 取組 を し て いる 加工 業者 等 の 現地 視察 に 必要 な 旅費 。 


個々 の 水産 加工 業者 たけ で は 解決 が 困難 な 課題 に つい て 、 産 地 で 異 業種 と 連 
携 し て 、 事 業 の 協業 化 等 生産 性 向上 に 資す る 計画 「 産 地 水 産 加 工業 イノ ベー ショ 
ンプ ラン 」 を 作成 し 、 同 計画 の 実行 面 の 経費 を 支援 し ます 。 

(取組 内 容 、 補 助 対象 予算 の 例 ) 

* 異 業種 (研究 機関 、 金 融 機関 、 商 工 会 等 ) と 連携 し た 協議 会 の 会 議 費 等 。 

・ ブ ラン の 実行 に 必要 な 経費 ( 例 : 新 商品 開発 や 販路 拡大 に 取り 組む 際 の 新 商 

品 成分 分 析 費 、 マ ー ケ ティ ング 経費 等 。 加 工 原料 や 商品 を 共同 管理 する 際 の 

保管 経費 、 冷 蔵 冷凍 設備 の 賃借 料 等 ) 


な お 、 事 業 実 施主 体 に よる 選定 と は 別に 、 生 産 性 向上 が 顕著 に 期待 で きる と 国 
に 認め られ た 「 産 地 水 産 加 工業 イノ ベー ショ ンプ ラン 」 に つい て は 、 同 ブラ ン の 実現 に 
資す る 機器 整備 等 に 対し て 既存 の 補助 事業 で 優先 的 に 支援 し ます 。 
































画 事業 の 流れ 
国 > 事業 実施 主 休 > 水産 加工 業者 又は 
(民間 団体 等 これ ら が 主たる 構成 員 と な る 組織 
定額 定額 1 ン 2 
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画 事業 の イメ ー シ 図 


っ 大 学 の 講師 、 イ ノ ベ ペー ター 等 人 析 関 上 桂 / 産 地 水 記 加工 業 

に よる 講 姜 や 議論 の 場 イノ ベー ショ ン 
プラ ン 

事業 の 協業 化 等 

に 資す る 計画 


つ プ ラン の 深化 、 高 度 化 の た め の 取 組 


・ 国 内外 の 市 場 調査 


eh | 


プロ モー ジョ ン 
・ 経 営 体力 向上 


っ 個々 の 加工 華 者 
で は 解決 が 難し し 
課 惑 が 山積 





加工 業者 の 
グル ー プ 


こ 利 用 方 法 
EE 事業 実施 主体 (民間 団体 等 ) が 行う 公募 等 に 応募 
いた だ きま す 。 
不明 な 点 は 、 下 記 お 問い 合わ せ 先 に ご 連絡 くだ さい 。 


【 お 問い 合わ せ 先 】 
水産 庁 漁 政 部 加工 流通 課 加工 振興 班 
電話 :03 一 6744 一 2349 


= 


『 新 製品 開発 や 魚 種 転 換 に 向け た 加工 機器 を 購入 する 
た め の 資 金 を 調達 し た い 』 


水産 加工 資金 


食用 水産 加工 品 の 製造 又は 加工 の 高度 化 及 び 事 業 基 盤 の 強化 を 促進 する こと に よっ て 、 食用 


水産 加工 品 の 安定 供給 を 図る た め に 必要 な 長期 か つ 低利 の 資金 ニー スズ に 応え て いま す 。 





対象 と な る 方 (事業 ) 
水産 加工 業者 又は これ ら の 者 が 組織 する 法人 (中 小 企業 者 に 限る 。 ) が 行う 、 次 の 施設 整 
備 等 


(1) 食用 水産 加工 品 の 製造 ・ 加 工 に 係る 業務 の 共同 化 や 合併 、 原 材料 ・ 製 品 の 転換 等 
(2) 食用 水産 加工 品 の 製造 ・ 加 工 に 係る 新 製品 ・ 新 技術 の 研究 開発 又は 利用 

(3) 未 ・ 低 利用 水産 動植物 を 原料 と する 食用 水産 加工 品 の 製造 ・ 加 エ 

(4) 特 定 の 部 位 を 原料 と する 非 食用 水産 加工 品 ( 飼 料 用 の 魚粉 等 ) の 製造 ・ 加 エ 


画 対 象 資金 
設備 資金 及び それ に 付随 する 運転 資金 


画 貸 付 限度 
一 貸付 利率 
金利 は 変動 し ます 。 詳し く は 下記 問い 合わ せ 先 に ご 確認 下さ い 。 
一 貸 付 期 間 
取扱 金融 機関 
日 本 政策 金融 公庫 (農林 水産 事業 ) 
ご 利用 方 法 


申込 み 時 に 各 機 関 に 必要 書類 を 提出 し て くだ さい 。 
必要 書類 に つい て は 各 機 関 に お 問い 合わ せ 下 さい 。 


【 お 問い 合わ せ 先 】 
株 式 会 社 日 本 政策 金融 公庫 (日 本 公庫 ) 
電話 (農林 水産 事業 事業 資金 相談 ダイ ヤル ) :0120 一 154 一 505 -18- 


『 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 で 外国 人 技能 実習 生 等 が 
入国 で き な い た め 、 代替 人 材 を 雇っ て 対応 し た い 』 


令 和 2 年 度 補 正 予 算 ) 


水産 業 労 働 力 確保 緊急 支援 事業 


新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 拡大 の 影響 に よる 人 手 不足 を 解消 する た め 、 水産 加工 業 等 に お ける 
代替 人 材 の 雇用 を 支援 し ます 。 





対象 と な る 方 
水産 加工 業者 * 等 
* 当 初 受入 れ を 予定 し て いた 外国 人 技能 実習 生 等 が 入国 で きず 人 手 不 足 と な っ た 経営 体 で あ 
る こと 

(1) 対 象 の 取組 


当初 受入 れ を 予定 し て いた 外国 人 技能 実習 生 等 の 代わ り と し て 、 地 域 の 作業 経験 
者 や 他 産 業 の 人 材 等 を 雇用 する 取組 


(2) 対 象 経費 
掛か り 増し 賃金 、 保 険 料 、 宿 泊 費 、 交 通 費 


(3) 補 助 率 定額 


(4) 助 成 額 の 上 限 (1 人 当たり ) 
賃金 :5.000 円 / 日 以内 (500 円 / 時 x10 時 間 / 日 ) 
保険 料 :2.000 円 / 月 
宿泊 費 :6.000 円 / 日 か つ 100,000 円 / 月 
交通 費 :30.000 円 / 月 


ご 利用 方 法 

(1) 助成 を 受け る 前 に 、 全 国 水 産 加工 業 協 同 組合 連合 会 に 必要 書類 (実習 生 の 技能 実習 
計画 書 ・ 雇 用 条件 書 及 び 雇 用 者 の 雇用 契約 書 等 ) を 提出 する 必要 が あり ます 。 

(2) 事業 運営 委員 会 の 審査 を 経て 、 事 業 実施 者 と し て 選定 され ます 。 

(3) 本 事業 の 詳細 や 申請 書 は 、 全 国 水産 加工 業 協 同 組合 連合 会 ホー ムペ ー ツ ジ 
(https://www.zensuijp/news20210101.html) を ご 覧 くだ さい 。 


【 お 問い 合わ せ 先 】 
水産 庁 漁 政 部 加工 流通 課 加 工 振 興 班 
電話 :03 一 6744 一 2349 
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『 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に よる 新た な 生活 様式 に 対応 し た 
販売 促進 、 販 路 多 様 化 に 取り 組み た い 』 


令 和 2 年 度 第 3 次 補正 予算 ) 


国産 農林 水産 物 等 販路 多様 化 
緊急 対策 事業 


イン バウ ンド 等 の 天 要 減少 の 影響 を 依然 と し て 受け て いる 加工 業者 等 の 新た な 生活 様式 に 対応 


し た 販売 促進 ・ 販路 の 多様 化 等 の 取組 を 支援 し ます 。 





対象 と な る 方 | 
水産 加工 業者 等 * 
* 対 象 の 国産 農林 水産 物 等 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 拡大 の 影響 に より 、 価格 、 在 
庫 量 、 販 売 額 又は 販売 量 が 2 割 以 上 低下 又は 増加 し た も の (品目 限定 な し ) 。 
* 下 記 に 掲げ る 販路 多様 化 等 に 資す る 新た な 取組 を 実施 する こと 。 


EE 


[福助 対象 経費 、 補助 率 】 

① 送 料 っ 定額 

② イ ンタ ーネット 販売 を 始め る 際 に 必要 な 経費 (登録 手数 料 、 広 告 宣伝 費 等 ) き 1/2 以 内 
※② は 、 加 工業 者 等 が イン ター ネッ ト 販 売 を 始め る 際 に サイ ト を 新た に 構築 し た 場合 に 限り ま 


O 


7 デリ バリ ー: 


[補助 対象 経費 、 補 助 素 】 - 
①、② の 取組 に 係る 食材 の 調達 費 、 資 材 費 、 輸 送 費 等 1/2 以 内 
① 飲 食 店 ・ 旅 館 等 、 加 工業 者 と 交通 機関 等 が 連携 し て 行う テイ クア ウト ・ デ リバ リー 等 の 取 








組 
② 加 工業 者 等 と 飲食 店 等 を 連携 させ 、 食 材 調 達 が で きる EC サイ ト を 活 用 し た 、 テイ クア ウ 
ト ・ デ リバ リー 等 の 取組 

上 意 多様 な 販路 の 確立 
【 対 象 と な る 経 次 】 
販 促 キ ャ ン ペ ー ン 等 創意 工夫 に よる 多様 な 販路 の 確立 に 向け た 取組 に 係る 食材 費 、 資 材 
費 、 輸 送 費 等 =1/2 以 内 


[対象 と な る 経費 】 ーー 
学校 給食 ・ 子 ども 食堂 等 へ の 食材 提供 に 係る 食材 調達 費 、 資 材 費 、 輸 送 費 等 
っ 定額 (実費 相当 額 ) 


【 お 問い 合わ せ 先 】 
水産 庁 漁 政 部 加工 流通 課 
電話 :03 一 6744 一 2349 -20- 


感染 対策 と 経済 活動 の 両立 に 資す る 設備 導入 や 販路 開拓 へ の 投資 、 
テレ ワー ク 等 に 対応 し た IT ツー ル の 導入 等 を 支援 し ます ! 


も の つく り 補 助 金 
通常 桁 


低 感染 リス ク 型 ビジ ネス 枠 * 
* 対人 接触 機会 の 減少 に 資す る 製品 開発 や 設備 投資 


持続 化 補助 金 
通常 梓 


低 感染 リス ク 型 ビジ ネス 枠 * 

* ポス トコ ロナ を 踏ま えた 新た な ビジ ネス や サー ビス 、 生産 プロ セス の 導入 等 の 取組 を 支援 。 
補助 金 総額 の 1 / 4 以内 (最大 25 万 円 ) を 感染 防止 対策 費 (消毒 液 購入 費 、 換 気 
設備 導入 費 等 ) に 充て る こと が で きる (※) 。 

※ 累 急 事態 宣言 の 再発 令 に 伴い 特別 措置 を 講じ ます 。 
緊急 事態 宣言 の 再発 令 に よっ て 令 和 3 年 1 ン 3 月 の いずれ か の 月 の 売上 高 が 
対 前 年 又は 前 々 年 の 同月 比 で 30% 以 上 減少 し て いる 場合 

只 感 染 防止 対策 費 を 補助 金 総額 の 1/ 2 最大 50 万 円 ) に 引き 上 げ 。 


T 導 入 補助 金 
通常 枠 


低 感染 リス ク 型 ビジ ネス 枠 * 










買 、 シ ステ ム 構 築 等 。 






















* 複数 の 業務 プロ セス (販売 管理 と 労務 な ど ) を 非 対 面 化 し 、 一 層 の 生産 性 向上 を 図る 
IT ツー ル の 導入 や 、 テ レ ワ ー ク 環境 の 整備 に 寄 写 する クラ ウド 型 の IT ツー ル の 導入 。 





経済 産業 省 中 小 人 業 后 


・ 復 数 形状 の 餃子 を 製造 可 ・AI・IoT 等 の 技術 を 活用 し た 遠 
能 な 枚 子 全 自 動 吊 造 機 を 開 | 孔 操 作 や 自動 制御 等 の 機能 を 
発 。 有する 製品 開発 (部 品 開発 を 
・「 食 べら れる クッ キー 生地 の | 含む お ) 、 オ ン ラ イン ビジ ネス へ の 
コー ヒー カッ プ 」 の 製造 機械 を | 転換 。 

新た に 導入 。 


担当 課 : 中 小 企業 庁 技術 ・ 経 営 革新 課 (03-3501-1816) 


| ・ 飲 食 業 が 、 大 部 屋 を 個室 に する た 
ーー め の 間仕切 り の 設置 を 行い 、 予約 
こ て 、 外 国語 制 と する た め の シ ステ ム を 導入 。 
NG ) が 提供 し 
2 ・ 旅 宿 : こ 提 供し て 
"飲食 業 が そば 粉 の 前 処理 | いた 料理 を テイ クア ウト 可能 に する 
の 安定 化 、 時 間 短 縮 化 を 図 た め の 商 品 開発 を 実施 。 
る た め 、 そ ば 粉 の 製粉 に 使用 | 、.. a 
、 ※ 感 染 リ スク の 低下 に 結び 付か な い 取 組 や 
する 機械 を 一 新 。 単なる 周知 広報 の た め の HP 作 成 等 は 通常 
桁 の み で 対象 と な る 。 


担当 課 : 中 小 企業 庁 小 規模 企業 振興 課 (03-3501-2036) 


経理 業務 を 効率 化す る た め 、| . 顧 客 対応 や 決済 業務 に お ける 顧 
イン ボイス 制度 に 対応 し た 会 | 客 と 従業 員 の 間 の 接触 機会 を 低 
計 ツ フト を 導入 。 減 し 、 よ り 効 率 的 に 実施 で きる よう 
. 労 働 基 準 に 関す る 制度 に 対 | な 「 遠 隔 注文 ツー ル 」、「 キ ヤッ シュ 
記し た 労務 管理 を 効率 的 に レス 決済 ツー ル 」、「 会 計 管理 ツー 
行う た め 、 勤怠 管理 ツー ル を | ル ] の 同時 導入 。 

導入 。 


担当 課 : 商務 ・ 情 報 サ ービス G サー ビス 政策 課 (03-3580-3922) 





※ も の つづ くり 補助 金 と 持続 化 補助 金 は 、1Grants ( 電 所 rt 
子 申請 シス テム ) で の 申請 受付 を 予定 し て お り ま す 。 GE 回 結 表 中 | | いで 業 生産 性 生業 に つっ 回 # 滞 加 
ズ TD プ ライ ム の 発行 に は 2 ~ 3 週間 ほど 時 間 が か か り ! AT ジー が ri i 
ます の で 、 補助 金 の 申請 を お 考え の 方 は 事前 の 1D 取 得 を 進 事 業 ポー タル サイ ト を ご 覧 くだ さい 。 3 
お 勧め し ます 。 https://www.jqrants-portal.qo.jp/ 












= https://seisansei.smrj.do.jp/ 回避 』 








「 も の つづ くり 補助 金 ] だ か ら で き る こと 。 


補助 上 限 1.000 万 円 ま s は 3,000 万 円 、 補助 率 1 2 (原則 ) 
で 新 製品 ・ サ ービス 開発 や 生産 プロ セス 改善 等 の た め の 設 備 投資 を 支援 し ます 。 
※ 一 般 型 は 補助 上 限 1.000 万 円 、 グ ロー バル 展開 型 は 補助 上 限 3,000 万 円 
また 、 対人 接触 機会 の 減少 に 資す る 、 製品 開発 、 サ ービス 開発 、 生産 プロ セス の 
改善 に 必要 な 設備 投資 、 シ ステ ム 構 築 等 を 支援 し ます 。 
補助 率 スグ 3 ( 低 感染 リス ク 型 ビ ジネス 桁 ) 


誰 で も 使え る 。 生産 性 向上 を 目指 す な ら 。 


以下 の 要件 を 満た す 事 業 計画 (3 て 5 年 ) を 策定 ・ 実 施す る 
中 小 企業 等 まなか ら 、 と な た で も ご 応募 いた だ け ま す 。 
要件 ① : 付加 価値 額 要件 ② : 給与 支給 総額 要件 ③ : 事業 場内 最低 賃金 
十 3 % 以 上 年 十 1 .5 % 以 上 年 地域 別 最低 賃金 十 3 円 


※ 業 種 に よっ て 定義 が 異な り ま す が 、 製造 業 の 場合 は 、 資本 金 3 億 円 以下 又は 従業 員 300 人 以下 の 企業 を 指し ます 。 
また 、 革新 性 や 事業 性 等 の 審査 が ご ざい ます 。 年 に よっ て 異な り ま す が 、 例年 は 2 て 3 倍 程度 の 採択 倍率 で す 。 


か つて な い | 使い や すさ 」 へ 。 


デー タ 連 携 や 海外 展開 等 の 最適 な タイ ミン グ で の 申請 、 あ ら ゆ る 補助 金 の 手続 を 新型 コロ ナウ イル ス 感染 撤 
高度 な 取組 や 事業 計画 策定 十分 な 準備 ・ 事 業 期 間 の 一 つの ポー タル サイ ト に 大 に 対応 し 、 ビ ジネス モデ ル 


を 支援 で きる メニ ュー を 用 意 確保 が 可能 に 集約 の 転換 に 取り 組 お 事業 者 
(J-Grants) 向け に 低 感染 リス ク 型 ビジ ネ 


ス 枠 ( 新 特 別枠 ) を 創設 
※ 詳 細 に つい て は 、 裏面 (次 ペー ジ ) を 参照 下さ い 。 


レル 経済 産業 省 業 中 小 機 構 


活用 例 


R1 補 正 予算 ・ 
R2 補 正 予算 
(も の づく り ・ 
商業 ・ サ ービス 
生産 性 向上 
促進 事業 ) 


※ 個 者 
※ 中 小 機構 が 
実施 


WE 


複数 形状 の 餃子 を 製造 可能 な 餃子 全 自 動 製 造機 を 開発 。 
・「 食 べら れる クッ キー 生地 の コー ヒー カッ プ 」 の 製造 機械 を 新た に 導入 。 


事例 ②( 低 感染 リス ク 型 ビジ ネス 枠 ) 


物理 的 な 対人 接触 を 減じ る こと に 資す る 革新 的 な 製品 ・ サ ービス の 開発 
( 例 AI・IoT 等 の 技術 を 活用 し た 遠隔 操作 や 自動 制御 等 の 機能 を 有 す 


る 製品 


事業 類型 


新しい メニ ユー で 、 様々 な 取組 に 対応 。 


概要 


新 製品 ・ 新 サー ビス 開発 ・ 生 産 プロ セス の 改善 に 
必要 な 設備 投資 及び 試作 開発 を 支援 。 (通常 枠 ) 


補助 上 限 


1,000 万 円 


開発 (部 品 開発 を 含む お ) 、 オ ン ラ イン ビジ ネス へ の 転換 等 ) 


補助 率 


中 小 1/2 
小 規模 
2/3 





新型 コロ ナウ イル ス の 感染 拡大 が 継続 し て いる 中 で 、 社会 経済 の 
変化 に 対応 し た ビジ ネス モデ ル へ の 転換 に 向け た 前 向き な 投資 を 
支援 。 ( 低 感染 リス ク 型 ビジ ネス 枠 ) 


1.000 万 円 


2/3 





グロ ー バ ル 
展開 型 ( 新 ) 


海外 事業 (海外 拠点 で の 活動 を 含 お ) の 
拡大 ・ 強 化 等 を 目的 と し た 設備 投資 等 の 場合 、 
補助 上 限 額 を 引上げ 。 


3,.000 万 円 


中 小 1/2 
小 規模 
2/3 





ビジ ネス 
モデ ル 
構築 型 ( 新 ) 


中 小 企業 30 者 以上 の ビジ ネス モデ ル 構 築 ・ 事 業 計画 策定 の た め 
の 面 的 支援 プロ グラ ム を 補助 。 
( 例 : 面 的 デジ タル 化 支援 、 デ ザイ ン 経 営 実践 支援 、 
ロボ ッ ト 導 入 FS 等 ) 


大 企業 1/2 
上 記 以 外 2/3 





R2 当 初 予算 
(も の づく り ・ 

商業 ・ サ ービス 
高度 連携 

促進 事業 ) 


※ 経 産 省 が 実施 


複数 の 中 小 企業 等 が 連携 し て 行う 
高度 な プロ ジェ クト を 最大 2 年 間 支 援 。 
(連携 体 は 5 者 まで ) 


2,000 万 円 
/ 者 


中 小 1/2 
小 規模 
2/3 





効率 化 型 ( 新 ) 








幹事 企業 が 主導 する サプライ チェ ー ン 全体 を 
効率 化す る 取組 を 支援 。 
(連携 体 は 1 0 者 まで ) 





1.000 万 円 
/ 者 





中 小 1/2 
小 規模 
2/3 


く 令 和 元 年 度 補正 ・ 令 和 2 年 度 第 3 次 補正 予算 も の づく り 補 助 金 (一 般 型 ( 低 感染 リス ク 型 ビ 





ジネス 枠 含む お ) 、 グ ロー バル 展開 型 ) の 今後 の スケ ジュ ー ル > 


























12 月 18 日 ( 金 ) 
2 月 9 日 ( 火 ) 電子 申請 受付 
2 月 19 日 ( 金 ) 応募 締切 (5 次 締切 ) 


※1 < て 4 次 締切 で 不 採択 だ っ た 方 は 、 5 次 締切 に 再度 ご 応募 いた だ く こと が 可能 で す 。 5 次 締切 分 の 採択 発表 は 、3 月 末 を 
予定 し て いま す 。 一 般 型 と グロ ー バ ル 展 開 型 は 同じ スケ ジュ ー ル で 、 5 次 締切 後 も 申 請 受付 を 継続 し 、 令 和 3 年 度 内 に は 、 複 
数 回 の 締切 を 設け 、 そ れ ま で に 申請 の あっ た 分 を 審査 し 、 随時 、 採択 発表 を 行い ます 。 (予定 は 変更 する 場合 が あり ます 。 ) 


公募 開始 


重要 ! : 本 補助 金 の 申請 に は G ビ ズ ID (アカ ウン ト ) の 取得 が 必要 で す 。 
ID 取得 に 一 定 の 期間 を 要 し ます の で 、 お 早め に お 手続 き 下 さい 。 





持続 化 補助 金 


( 小 規 模 事 業者 持続 的 発展 支援 事業 ) 
小 規 模 事 業者 等 が 経営 計画 を 策定 し て 取り 組 お 販路 開拓 等 の 取組 を 支援 


く 補 助 額 > 


く 補 助 率 > 


く 補 助 対象 > 


※ 裏 面 も ご 覧 くだ さい 


レタ 経済 産業 省 ht 業 j ーー 一 
中 小 欄 構 


採択 事業 者 の が 、 が を 実感 ! 
※ い ずれ も 増加 見 込み を 含 お 


※ 平 成 26 年 度 補正 予算 事業 採択 事業 者 へ の アン ケー ト 結 果 に より 集計 


宿泊 ・ 飲 食事 業 な ど を 行う 旅館 に て 、 補助 金 を 活用 し 、 外国 語 版 Web サ イト 
や 営業 ツー ル を 作成 。 また 、 ピ クト グ ラム の 活用 や ムスリム 対応 情報 を 発信 し た 
結果 、 。 


ポス トコ ロナ 社会 を 見 据え た 対人 接触 機会 の 減少 に 資す る ビジ ネス モデ ル へ の 
転換 の た め 、 飲食 店 が 大 部 屋 を 個室 に する た め の 間 仕切 り 設 置 を 行い 、 予約 
制 と する た め の シ ステ ム を 導入 。 


ど ソ 事業 計画 期間 に お いて 、「 給与 支給 総額 が 年 率 平均 増加 」、 
「 事 業 場内 最低 賃金 を 地域 別 最低 賃金 より 増加 」 を 計画 し て いる こと 、 
]Grants に よる 電子 申請 等 を 加点 要件 と し ます 。 ※ 詳 細 は 公募 要領 を ご 覧 くだ さい 


緊急 事態 宣言 再発 令 に よる 特別 措置 
ど 緊急 事態 宣言 の 再発 令 に よっ て 令 和 3 年 1 て 3 月 の いずれ か の 月 の 売 
上 高 が 、 対 前 年 又は 前 々 年 の 同月 比 で 30% 以 上 減少 し て いる 場合 
補 助 金 総額 に 占め る 感染 防止 対策 費 の 上 限 を 
1/4 以 内 (最大 25 万 円 ) か ら 1/2 以 内 (最大 50 万 円 ) へ 引上げ ます 。 
全 審 査 時 に お ける 加点 措置 を 講ず る こと に より 優先 採択 。 ※ 詳 細 は 追っ て 公開 する 


公募 要領 を ご 覧 くだ さい 
く 令 和 元 年 度 補正 予算 持続 化 補助 金 (一 般 型 ) Mt 


の 今後 の スケ ジュ ー ル > 
応募 締切 : 令 和 3 年 6 月 4 日 ( 金 ) 当日 消印 有効 (5 次 締切 
※ 5 次 締切 後 も 申請 受付 を 継続 し 、 令 和 3 年 度 内 に は 令 和 3 年 
10 月 (6 次 )、 令 和 4 年 2 月 (7 次 ) に 締切 り を 設け 、 そ れ ま で に 申 
請 の あっ た 分 を 番 査 し 、 採択 発表 を 行い ます (予定 は 変更 する 
場合 が ご ざい ます ) 。 


令 和 2 年 度 第 3 次 補正 予算 持続 化 補助 金 ( 低 感染 リス ク 型 ビジ ネス 枠 ) 
の 今後 の スケ ジュ ユー ル > 


全国 商工 会 連合 会 日 本 商工 会 議 所 







1 1 コー 
03-6447-2389 





の で 、 補助 金 の 申請 を お 考え の 方 は 
を お 勧め し ます 。 https://www.jqrants-portal.qo.] 


※ 令 和 2 年 度 第 3 次 補正 予算 で 措置 され た 低 感 染 リス ク 型 ビジ ネス 枠 の 詳細 は 追っ て 情報 公開 いた し ます 。 


03-6837-5929  ( 独 ) 中 小 企業 基盤 整備 機構 生産 性 革命 推進 事業 コー ル セ ン ター 


" IT 導入 補助 金 


(サー ビス 等 生産 性 向上 IT 導入 支援 事業 ) 


※ 飲 食 、 宿泊 、 小売 ・ 卸 、 運 輸 、 医療 、 介護 、 保育 等 の サー ビス 業 の 他 、 製造 業 や 建設 業 等 も 対象 。 


EW 
事業 類型 
C 類 型 D 類 型 
A 類型 B 類 型 | ( 底 感 染 リ スク 型 ビ ジネス 類型 ) | (テレ ワー ク 対 応 類型) 


補助 
下限 額 ・ 
上 限 額 


mw 


補助 対象 | ソノ ト ウェア 、 ク ラウ ド 利 用 費 、| =』。 HO 
経費 専門 家 経 費 等 左記 の も の に 加え PC・ タ ブレ ッ ト 等 の レン タル 費用 が 対象 





※ 事 業 計画 期間 に お いて 、「 給与 支給 総額 が 年 率 平均 1.5% 以 上 向上 」、「 事 業 場内 最低 賃金 が 地域 
別 最低 賃金 +30 円 以上 」 を 満た すこ と 等 を 加点 要件 (一 部 事業 者 等 に つい て は 申請 要件 ) と し ます 。 


|__  。 
経済 産業 省 中 小 企業 店 Be a Great Small. 
中 小 機 構 


低 感染 リス ク 型 ビジ ネス 類型 ・ テ レ ワ ー ク 対応 類型 の 創設 

" 補助 率 は 2 ノ 3 で す 。 

"| 低 感染 リス ク 型 ビジ ネス 類型 」 は 、 
複数 の 業務 プロ セス (販売 管理 と 労務 な ど ) を 非 対 面 化し 、 
一 層 の 生産 性 向上 を 図る IT ツー ル の 導入 を 支援 し ます 。 

" | テレ ワー ク 対 応 類 型 」 は 、 生産 性 向上 の た め に 、 テレ ワー ク 
環境 の 整備 に 奇 写す る クラ ウド 型 の IT ツー ル の 導入 を 支援 し 
ます 。 


担当 者 の 交代 や 後継 者 問題 な ど 、 “人 "の 課題 が 顕在 化 。 

『 長 年 の 勘 』 か ら の 脱却 を は か る た め 、 販売 管理 シス テム を 導 

入 。 売 上 の 多い 得意 先 の 需要 予測 や 仕入れ 単価 の 推移 の 
を 行い 、 O 


顧客 対応 や 決済 業務 の 対面 実施 に よる 感染 リス ク が 人 存在 。 

| 遠隔 注文 シス テム 」、 | キャ ッシュ レス 決済 シス テム 」、 | 会 計 管 

理 シ ステ ム 」 を 同時 導入 する こと で 、 顧客 と 従業 員 間 の 業務 の 
と を 実現 。 


テレ ワー ク を 実施 する た め に クラ ウド 型 の 勤 意 管理 シス テム と 
web 会 議 シ ステ ム を 導入 する こと で と を 実現 。 


く TT 導 入 補 助 金 の 今後 の スケ ジュ ー ル > 
・「TT 導 入 補 助 金 2020」 に つい て は 、 


通常 枠 ・ 特 別枠 と も に 受付 を 締め 切り まし た 。 
・ 次 回 の スケ ジュ ー ル に つい て は 、 

お っ て 公表 いた し ます 

(制度 内 容 、 予定 は 変更 する 場合 が ご ざい ます 。 ) 

※ 令 和 2 年 度 3 次 補正 予算 で 措置 され る 低 感染 リス ク 型 ビジ ネス 枠 の 詳細 は 追っ て 情報 公開 いた し ます 。 


サー ビス 等 生産 性 向上 
TT 導 入 支 援 事業 事務 局 
ポー タル サイ ト 























応募 方 法 等 の 
詳細 は こち ら か ら 
ご 確認 くだ さい 








新 分 野 展開 や 業態 転換 、 事 業 ・ 業 種 転換 等 の 取組 、 事業 再編 又は これ ら の 取組 を 通じ た 
規模 の 拡大 等 を 目指 す 、 以 下 の 要 件 を すべ て 満た す 企 業 ・ 団 体 等 の 新た な 挑戦 を 支援 し ます ! 
. 申請 前 の の うち 、 が 、 コロ ナ 以 前 の 
同 3 ヵ月 の 合計 売上 高 と 比較 し て し て いる 中 小 企業 等 。 
し 、 事業 再 構築 に 
取り 組 お 中 小 企業 等 。 
. 補助 事業 終了 後 3 て 5 年 で 
又は 


補助 額 補助 率 
補助 額 補助 率 
* 卒業 枠 : 事 業 計 画 期 間 内 に 、① 組 織 再 編 、② 新 規 設備 投資 


③ グ ロー バル 展開 の いずれ か に より 資本 金 又 は 
従業 員 を 増やし 、 中 小 企業 か ら 中 堅 企 業 へ 成長 する 事業 者 向け の 特別 枠 。 400 社 限定 。 
※ 中 小 企業 の 範囲 に つい て は 、 中 小 企業 基本 法 と 同様 。 


補助 額 
補助 率 
Y 補助 額 
補助 率 
** グロ ー バ ル V 字 回 復 枠 : 以下 の 要件 を 全て 満た す 中 堅 企業 向け の 特別 枠 。 100 社 限定 。 
① 直 前 6 カ月 間 の うち 任意 の 3 カ月 の 合計 売上 高 が コロ ナ 以 前 の 同 3 カ月 の 合計 売上 高 と 比較 し て 、 


159 以 上 減少 し て いる 中 堅 企業 。 
②③ 補助 事業 終了 後 3~ 5 年 で 付加 価値 額 又は 従業 員 一 人 当たり 付加 価値 額 の 年 率 5.0% 以 上 増加 を 達成 する こと 。 


③ グ ロー バル 展開 を 果たす 事業 で ある こと 。 





(1) 人 (新設 


①M&A 実 施 後 の 
の 3 つの 措置 を セッ ト で 適用 


(2 ) 様々 な 設備 投資 を 促す 税制 (は DX 、 地域 経済 牽引 ) (延長 等) 


「 中 小 企業 経営 強化 税制 」 は 、 延 長 ( 
「 中 小 企業 投資 促進 税制 」 は 、「 商 業 ・ サ ービス 業 ・ 民 林 水産 業 活性 化 税制 」 と 統合 し た 上 で 天 長 
( ) 


「 地 域 未 来 投資 促進 税制 」 は 、 サ プラ イチ ェ ー ン 強 動 化 の 類型 を 追加 し た 上 で 延長 
( ) 


、③ 


衣服 販売 業 を 営ん で いた と ころ 、 コロ ナ の 影響 で 客足 が 減り 、 売上 が 減少 
店 舗 で の 営業 規模 を 縮 \ し 、 
ネッ ト 販 売 事業 や サブ スク サー ビス 事業 に 業態 を 転換 。 

補助 経費 の 例 : 店 舗 縮小 に か か る 店 舗 改 修 の 費用 、 
新規 オン ライ ン サ ービス 導入 に か か る シス テム 構築 の 費用 な ど 

航空 機 部 品 を 製造 し て いた と ころ 、 コロ ナ の 影響 で 需要 が 減少 
当該 事業 の 圧縮 ・ 関 連 設備 の 廃棄 等 を 行い 、 
ロボ ッ ト 関 連 部 品 ・ 医 療 機器 部 品 製造 の 事業 を 新規 に 立 上 げ 。 


補助 経費 の 例 : 事業 圧縮 に か か る 設備 撤去 の 費用 、 新 規 事業 に 従事 する 従業 員 へ の 
教育 の た め の 研 修 費 用 な と 


レス トラ ン 経 営 を し て いた と ころ 、 コロ ナ の 影響 で 客足 が 減り 、 売上 が 減少 
店 舗 で の 営業 を 廃止 。 オンライン 専用 の 注文 サー ビス を 
新た に 開始 し 、 宅配 や 持ち 帰り の 需要 に 対応 。 


補助 経費 の 例 : 店 舗 縮小 に か か る 建物 改修 の 費用 、 
新規 サー ビス に か か る 機器 導入 費 や 広 告 宣伝 の た め の 費 用 な ど 


e 生産 性 向上 等 を 目指 す 計画 に 基づく M&A を 実施 し た 場合 、 以 下 の 3 つの 措置 を セッ ト で 適用 。 


M&A 実施 後に 発生 し 得る リス ク ( 簿 外 債務 等 ) に 備え る た め 、 据置 期間 付 (5 年間 ) の 準備 金 を 措置 。 
M&A 実施 時 に 、 投資 額 の 7096 以 下 の 金 額 を 損金 算入 。 


投資 額 の 109%6 を 税額 控除 又は 全額 即時 償却 。 M&A に 伴っ て 行わ れる 労働 移転 等 に よっ て 、 給与 等 支給 額 を 対 
※ 資 本 金 3.000 万 円 超 の 中 小 企業 者 等 の 税額 控除 率 は 7 % 前 年 比 で 2.5% 以 上 引き 上 けた 場合 、 給与 等 支給 額 の 増加 額 
の 259%6 を 税額 控除 。 (1.59% 以 上 の 引上げ は 159 の 税額 控除 ) 


生産 性 向上 、DX (「 中 小 企業 経営 強化 税制 」、「 中 小 企業 投資 促進 税制 」) 


設備 の 種類 機械 装置 ソコ トワ ウェ ア ! 器具 備品 ・ 工 具 建物 附属 設備 
(価額 要件 ) (160 万 円 以上 ) (70 万 円 以上 ) ! (30 万 円 以上 ) (60 万 円 以上 ) 














【 中 小 企業 経営 強化 税制 】 














即時 償却 又は 税額 控除 1096 (※x7%) ※ 計 画 認定 手続 を 柔軟 化 


【 中 小 企業 投資 促進 税制 】 
309% 特 別 償却 又は 税額 控除 796 (※ 30% 特 別 償却 の み 適 【 商 業 ・ サ ービス 端 ・ 農 林 水 産業 活性 化 税制 】 
※ 不 動産 業 、 商 店 街 振興 組合 等 の 業種 を 追加 i 


支援 措置 


























を 付 し た 部 分 は 、 経営 力 向上 計画 の 認定 が 必要 ※ を 付 し た 部 分 は 、 資本 金 3.000 万 円 超 1 億 円 以下 の 法人 の 場合 
※ 事 業 再 構築 促進 事業 に つい て は 、 公募 開始 は 3 月 と な る 見 込み で す 。 回 
※ し て お り ます 。 


の で 、 補 助 金 の 申請 を お 考え の 方 は 

を お 勧め し ます 。 中 https://www.jqrants-portal.go.jp/ 2 
※ 認 定 支援 機関 は 、 以 下 の 中 企 店 HP に 記載 の 「 経 営 革新 等 支援 機関 認定 一 覧 」 を ご Rs 
覧 くだ さい 。 只 https://www.chusho.meti.qo.jp/keiei/kakushin/nintei/kikan.htm or 











y 経営 資源 集約 化 税制 人 


①M&A 実 施 後 の 


② 、③ 
の 3 つの 措置 を セッ ト で 適用 し 、 経営 資源 の 集約 化 を 推進 し ます 。 


" 事業 承継 ・ 引 継 き 補助 金 


M&A 時 の (仲介 手数 料 、 デ ュー デリ ジェ ンス 費用 等 ) 、 
事業 承継 後 の (設備 投資 や 販路 開拓 等 ) や 
を 補助 し ます 。 


" 事業 引継 き 支援 セン ター 事業 


全 47 都 道府県 に 設置 され た 事業 引継 ぎ 支援 セン ター に お いて 、 
事業 者 の ニー ズ に 対し て 適切 な や を 行い ます 。 


詳細 は 裏面 を チェ ッ ク ソ 


現在 、 こ ちら の 施策 を ご 活用 いた だ け ま す ! 
る 中 小 M&A ガ イド ライ ン 

(①M8A の 基本 的 な 事項 、 ② 適 切な M8A の た め の 行動 指針 を 提示 する も の ) 
$ 事業 承継 税制 

(贈与 税 ・ 相 続 税 の 納税 が 猫 予 又は 免除 され る 制度 ) 


生産 性 向上 等 を 目指 す 計 画 に 碁 づく M&A を 実施 し た 場合 、 
以下 の 3 つの 措置 を セッ ト で 適用 し 、 経営 資源 の 集約 化 を 推進 


M&A 実施 後に 発生 し 得る リス ク ( 簿 外債 務 等 ) に 備え る た め 、 据置 期間 付 (5 年 間 ) の 準備 金 を 措置 
M&A 実施 時 に 、 


投資 額 の 又は 。1| M&A に 伴っ て 行わ れる 労働 移転 等 に よっ て 、 給与 等 
CA mr 本 \ ドナ 上 白 の 、 
※ 次 本 金 3.000 万 円 超 の 中 小 企業 者 等 の 税額 控除 氷 は 7 支給 額 を 対 前 年 比 で 2.596 以 上 引き 上 げた 場合 、 


(1.59% 以 上 の 引上げ は 159% の 税額 控除 ) 





M&A 時 の 専門 家 活用 を 支援 【 専 門 家 活用 弄 】 
く 補助 対象 経費 > 専門 家 の 仲介 手数 料 、 デ ュー デリ ジェ ンス 費用 、 企業 概要 書 作成 費用 等 
(廃業 費用 と し て ) 廃業 登記 費 、 在 庫 処分 費 、 解 体 費 、 原 状 回 復 費 等 
を 検討 し て いる 方 着手 し て いる 方 
補助 率 : 補助 上 限 額 : 
を 検討 し て いる 方 着手 し て いる 方 
補助 率 : 補助 上 限 額 : 


事業 承継 ・ 引 継ぎ 後 の 新 た な 取組 の 支援 
く 補助 対象 経費 > 事業 承継 引継 ぎ 後 の 設備 投資 、 販路 開拓 費用 等 

(廃業 費用 と し て ) 廃業 登記 費 、 在 庫 処分 費 、 解 体 費 、 原 状 回 復 費 等 
・ 他社 の 経営 資源 を 引き 継い で 創業 し た 方 【 創 業 支 援 型 








補助 率 : 補助 上 限 額 : 廃業 費用 : 
で 経営 者 交代 を され た 方 【 経 営 者 交代 型 】 
補助 率 : 補助 上 限 額 : 廃業 費用 : 
に より 経営 資源 を 引き 継い だ 方 【M&A 型 】 
補助 率 : 補助 上 限 額 : 廃業 費用 : 
全国 47 都 道府県 の 事業 引継 ぎ 支 援 セ ンタ ー で 事業 引継 ぎ を 支援 
く 支援 内 容 > 


① 事業 引継 ぎ に 関す る 経営 上 の 

② 後継 者 不在 企業 と 引継 ぎ 希 望 企業 創業 希望 者 と の 
③ 事業 引継 ぎ を 行う 

④ に よる 利用 企業 へ 寄り 添っ た 最適 な 支援 


く 参 考 > 既存 の 主 な 関連 施策 


る 中 小 M&A ガ イド ライ ン (詳細 は 右 の QR コー ド よ り ご 確認 下さ い ) 
①M8A の 基本 的 な 事項 、 
② 適 切な M&A の た め の 行 動 指針 ( 例 . 利益 相反 に な り 得る 仲介 に お いて 、 


譲渡 側 譲 受 側 の 双方 か ら 手数 料 を 徴収 し て いる 等 の 不利 益 情報 の 開示 な ど ) 等 を 提示 する も の 。 
$ 事業 承継 税制 (法人 版 、 個 人 版 ) 


・ 贈与 税 ・ 相 続 税 の 納税 が 猫 予 又は 免除 され る 制度 。 
・ 適用 要件 の 特例 承継 計画 の 提出 期限 は 、 法 人 版 が 2023 年 3 月 31 日 、 個 人 版 が 2024 年 3 月 31 日 。 








予定 し て お り ま す 。 G ビ ズ TD プ ライ ム の 発行 に 2 3 週間 ほど 時 間 が か か り ま す の 梁 
で 、 補助 金 の 申請 を お 考え の 方 は 事前 の ID 取得 を お 勧め し ます 。 
mp https://www.jqrants-portal.qo.]jp/ 





※ 事 業 承継 ・ 引 継ぎ 補助 金 は 、 1Grants (電子 申請 シス テム ) で の 申請 受付 を 生 3ws 各 
1 
NE 





経営 資源 を 次 世代 に 引き 継ぎ た い 皆 様 へ 
経営 資源 の 引継 ぎ を 支援 され る 皆様 へ 


「 中 小 M&A カイ ドラ イン 」 
を こ 活 用 くだ た さい 


※ 令 和 2 年 3 月 31 日 、 経 済 産業 省 よ り 公表 


ソ M&A に は 早期 判断 が 重要 で す 


早い 時 期 に M&A の 実施 を 決断 し た 方 が 、 
売り 手 ・ 買 い 手 の マッ チン グ の 時 間 を 確保 で き 、 
手元 に 残る 譲渡 代金 も 多く な る 可能 性 が あり ます 。 


ゃ Fm YY) に ーー」 
" 身近 な 支援 機関 に 相談 し まし よう 
M&A に 当たっ て は 、 様々 な ホイ ント の 検討 が 必要 で す 。 
また 、 専門 的 な 情報 や 経験 が な いと 判断 を 誤る お それ も あり ます 。 
ます は 映 近 な 支援 機関 に 相談 し まし ょ う 。 


く 相 談 窓 口 > 

事業 引継 ぎ 

文 援 セン ター 
(M&A 全般 ) 


y M&A は 事前 準備 が 大 切 で す 
引退 後 の ビ ジョ ン や 希望 条件 を 考え て お きま し ょ う 。 
何 を 譲れ る の か 、 何 を 譲れ な い の か 、 固め て お きま し ょ う 。 
株 式 や 事業 用 資産 の 整理 も 可能 な 限り 進め て いき まし ょ う 。 


画 史 裏面 も チェ ッ ク ソ 





M&A 専門 業者 な ど に 依頼 する 際 の 留意 点 


( 1 ) マッ チン グ な ど を 依頼 する 際 


チェ ッ ク 事 項 
M&A に つい て 希望 する 条件 を 業者 に 明確 に 伝え まし た か 。 


譲り 渡し 側 ・ 譲 り 受け 側 の 双方 か ら 受 任 す る 場合 (仲介 者 ) と 、 片方 の みか ら 受 
任 す る 場合 の 違い を 理解 し まし た か 。 依頼 する 業者 が どちら が 確認 \ し まし た か 。 
※ 仲 介 者 の 場合 、 通 常 は 双方 に 手数 料 を 請求 し ます 。 


依頼 する の は 、 具体 的 に は どの よう な 業務 で すか 。 

手数 料 は どの よう に 算定 し 、 いつ 支払 いま すか 。 最低 手数 料 は あり ます か 。 
秘密 保持 の 条項 は あり ます か 。 他 の 専門 家 な と へ の 情報 共有 は 可能 で すか 。 
他 業 者 へ の 依頼 を 禁じ る 条項 が あり ます か 。 セカ ンド ・ オ ピニオン は 可能 で すか 。 
中 途 解 約 は 可能 で すか 。 契約 期間 や ⑥ の 条項 の 有効 期間 は 確認 し まし た か 。 


業者 と の 契約 終了 後 、 一 定期 間 内 に M&A を 行っ た 場合 に も 手数 料 が 生じ る と する 
条項 は あり ます か 。 その 期間 や 、 対象 と な る M&A は 確認 し まし た か 。 


( 注 ) 仲介 者 の 場合 、 構造 的 に 譲り 渡し 側 ・ 譲 り 受 け 側 の 双方 の 間 で 、 利益 相反 の お それ 
が 生じ ます の で 、 特に 上 記 ② に つい て は ご 注意 くだ さい 。 
( 2 ) M&A プラ ッ ト フ ォ ー ム を 利用 する 際 
チェ ッ ク 事 項 
① 自社 の 情報 を と の 程度 まで 開示 する か を 慎重 に 検討 し まし た か 。 
② それ ぞ れ の 特徴 を 踏ま え 、 ど の プラ ッ ト フ ォ ー ム を 使う べき か 検討 し まし た か 。 


M&A 専門 業者 の 手数 料 


【 手 数 料 の 種類 と 発生 する タイ ミン グ 】 
着手 金 。 ・ 主 に 契約 締結 時 


a 5 億 円 以下 の 部 分 
月 額 報酬 : 主 に 月 ご と に 定期 的 ・ 定 額 Eten 


| 
③ 中 間 金 ・ 基本 合意 締結 時 な ど 案 件 完了 前 1 0 億 円 超 5 0 億 円 以下 の 部 分 四 
| 
| 


OOOD @ @ 


© 


④ 成 功 報 酬 : 案件 完了 時 。 一 般 的 に 算出 に は 5 0 億 円 超 1 0 0 億 円 以下 の 部 分 
右 の 図 (レー マン 方 式 ) を 用 いま す 。 1 0 0 億 円 超 の 部 分 


( 注 ) プラット フォ ー ム に つい て は 、 売り 手 に は 一 切 の 手数 料 が 発生 し な い ケ ー ス が 多い で す 。 


中 小 企業 庁 事業 環境 部 財 区 課 
お 問合せ 先 03-3501-5803 





(1 ) 経営 資源 の 集約 化 に 供する 税制 (新設 


①M&A 実 施 後 の 
② 、③ 
の 3 つの 措置 を セッ ト で 適用 する こと を 可能 と する 


( 2 ) 様々 な 設備 投資 を 促す 税制 (延長 等) 
① 生 産 性 向上 、 DX 
・「 中 小 企業 経営 強化 税制 」 は 、 延 長 ( ) 
・「 中 小 企業 投資 促進 税制 ] は 、 「 商 業 ・ サ ービス 業 ・ 農 林 水 産業 活 
性 化 税制 」 と 統合 し た 上 で 延長 ( ) 
② 地 域 経済 を 牽引 する 建物 ・ 機 械 等 の 新設 ・ 増 設 
・ [地域 未来 投資 促進 税制 ] は 、 
し た 上 で 延長 ( ) 
③ 自 然 災 害 や 感染 症 の 事前 対策 
・「 中 小 企業 防災 ・ 減 災 投 資 促進 税制 は 、 
し た 上 で 延長 ( 


(3 ) 法人 税 の 軽減 税率 (延長 ) 


所 得 800 万 円 まで 、 法 人 税率 を 


(4 ) 所 得 拡大 を 支援 する 税制 (見 直し. 延長 ) 


適用 要件 を を 増加 させ た 場合 に 見 直し 


詳細 は 裏面 を チェッ クソ 


e 生産 性 向上 等 を 目指 す 計 画 に 基づく M&A を 実施 し た 場合 、 以 下 の 3 つ の 措置 を セッ ト で 適用 。 


M&A 実施 後に 発生 し 得る リス ク ( 簿 外 債務 等 ) に 備え る た め 、 据置 期間 付 (5 年間 ) の 準備 金 を 措置 。 
M&A 実施 時 に 、 投資 額 の 7096 以 下 の 金 額 を 損金 算入 。 


投資 額 の 1096 を 税額 控除 又は 全額 即時 償却 。 M&A に 伴っ て 行わ れる 労働 移転 等 に よっ て 、 給与 等 
※ 資 本 金 3,000 万 円 超 の 中 小 企業 者 等 の 税額 控除 率 は 7% 支給 額 を 対 前 年 比 で 2.596 以 上 引き 上 けた 場合 、 


給与 等 支給 額 の 増加 額 の 259% を 税額 控除 。 
(1.59% 以 上 の 引上げ は 1596 の 税額 控除 ) 


① 生 産 性 向上 、 DX (「 中 小 企業 経営 強化 税制 」、「 中 小 企業 投資 促進 税制 」) 


設備 の 種類 機械 装置 ツ ソフ トウ モア 器具 備品 ・ 工 具 建物 附属 設備 
(価額 要件 ) (160 万 円 以上 ) (70 万 円 以上 ) 1 万 円 以上 ) (60 万 円 以上 ) 
































【 中 小 企業 経営 強化 税制 】 
即時 償却 又は 税額 控除 1096 (※7%) 





支援 措置 = 
a 【 中 小 企業 投資 促進 税制 】 
3096 特 別 償却 又は 税額 控除 7% |【 商 業 ・ サ ービス 業 ・ 農 味 水 産業 活性 化 税制 】 











(※ 30% 特 別 償 却 の み 適 用 ) 











を 付 し た 部 分 は 、 経 営 力 向 上 計画 の 認定 が 必要 ※ を 付 し た 部 分 は 、 資本 金 3.000 万 円 超 1 億 円 以下 の 法人 の 場合 





② 地 域 経済 を 牽引 する 建物 ・ 機 械 等 の 新設 ・ 増 設 (「 地 域 未 来 投資 促進 税制 」) 

e 都 道 府 県 か ら 承認 を 受け た 地域 経済 率 引 事業 に つい て 、 
建物 等 を 新設 ・ 増 設 し た 場合 、 特 別 償却 又は 税額 控除 。 EE 

e 先進 性 の 要件 を 明確 化す る と と も に 、 サ プラ イチ エ ェ ー ン 強 絢 化 








の 類型 を 追加 。 ・ 附 属 設 備 ・ ーー 0 っ 
③ 自 然 災 害 や 感染 症 の 事前 対策 (「 中 小 企業 防災 ・ 減 災 投 資 促進 税制 」) 


e 自然 災害 や 感染 症 の 事前 対策 に 貸す る 一 定 の 設備 を 取得 等 し た 場合 、 特別 償却 (2096) を 適用 。 
e 今回 、 設 備 の か さ 上 げに 用 いる 架台 、 停 電 時 の 電力 供給 装置 、 サ ー モ グラ フィ を 対象 設備 に 追加 。 





@ 所 得 800 万 円 まで 、 法人 税率 を 199% か ら 1596 に 軽減 。 


@ 企業 全体 の 給与 等 支給 額 を 増加 させ た 場合 、 増 加 額 の 一 定 割合 を 税額 控除 。 


企業 全体 の 給与 等 支給 額 が 前 年 度 比 で 2.596 以 上 増加 


企業 全体 の 給与 等 支給 額 が 前 


[220 教育 訓練 綱 が 前 年 度 比 1096 以 上 増加 


又は 経営 力 向上 計画 の 認定 等 
うう 増加 額 の 1596 を 税額 控除 ラ 増加 額 の 2596 を 税額 控除 


(1,2①,3) 中 小 企業 店 事業 環境 部 財務 課 (2) ③ 中 小 企業 店 事業 環境 部 経営 安定 対策 室 
お 問合せ 先 03-3501-5803 03-3501-0459 
(2) ③④ 地域 経済 産業 G 地 域 企業 高度 化 推 進 課 (4) 中 小 企業 店 事業 環境 部 企画 課 
03-3501-0645 03-3501-1765 


ソ JAPAN ブ ラン ド 育 成 支援 等 事業 


① 海 外 展 開 や それ を 見 据え た 全国 展開 等 に 取組 お 経費 の 


一 部 を 補助 
補助 額 


(複数 者 に よる 共同 申請 の 場合 は 


補助 率 


② 民 間 支 援 事 業者 や 支援 機関 等 に よる 、 


中 小 企業 の 海外 展開 等 を 支援 する 経費 の 一 部 を 補助 
補助 額 


補助 率 


ソ Y 新 輸出 大 国 コ ン ソ ー シ ア ム 


事業 計画 策定 か ら 展示 会 出展 、 そ の 後 の 商談 成 立 に 至る まで 、 


" 現地 進出 支援 強化 事業 


に より 、 海外 現地 進出 を 支援 


経済 産業 省 中 小 征 業 訂 


地域 産品 を 活用 し た 商品 に つ 地域 商社 と し て 、 複数 の 中 小 
いて 、 海外 市 場 に 詳し い 専 門 家 企業 の テス トマ ー ケ ティ ング や 現 
と 連携 し 、 商品 の 改良 や 魅力 を 地 で の プロ モー ショ ン 、 オン ライ ン 
発信 する 取り 組み を 実施 。 併せ 展示 会 の 出展 フォ ロー 等 、 商品 
て 、 オ ン ラ イン 商談 会 へ の 出展 開発 か ら 販路 開拓 まで を 支援 。 
や 、E C プ ラッ ト フ ォ ー ム を 活用 商品 が 継続 的 に 売れ る 仕組 み 
し て 新規 市 場 の 獲得 も 目指 す 。 を 構築 する 。 


も っ と 詳し く 知 り た い 方 は こち ら https://www.chusho.meti.go.jp/index.html 
担当 課 : 中 小 企業 庁 創業 ・ 新 事業 促進 課 (03-3501-1767) 





海外 展開 に 関心 が あり ながら も 、 | “Made in Japan" に こだわ っ た ス 
何 か ら 始め て よい か 分 か ら な か っ 』 キン クア 化粧 品 メ ー カ ー の C 社 は 、 
た A 社 。 コン シェ ル ジ ュ の 案内 で 」 WEB サ イト 等 の 英文 版 の 作成 や 
「 海 外 展 開 エ イーズ に 即 し た 専 現地 の マー ケティング 調査 な ど フ ェ ー 
門 家 」 を 活用 し 、 ス テッ プ バ イス | ズ に 応じ て 、 サポ ー ト を 効果 的 に 活 
テッ プ の サポ ー ト を 経て 、 ベト ナム | 用 し 、 日 本 製 コ ス メ の マレ ー シ ア 向 
で の 製造 拠点 立 上 け を 実現 。 け 輸 出 を 実現 。 


も っ と 詳し く 知 り た い 方 は こち ら https://www.jetro.go.jp/consortium 
担当 課 : 貿易 経済 協力 局 貿易 振興 課 (03-3501-6759) 


海外 市 場 や 現地 の 規制 ・ 税 制度 等 の タイ ムリ ー な 情報 提供 
専門 アド バイ ザー に よる 海外 展開 に 関す る 相談 対応 
海外 展示 会 出展 、 オン ライ ン 商 談 会 等 を 通じ て 、 中 小 企業 等 の 
商談 機会 を 創出 、 成 約 ま で の フォ ロー を 実施 
中 小 企業 海外 展開 現地 支援 プラ ッ ト フ ォ ー ム に て 海外 の 主要 拠点 
に コー ディ ネー ター を 配置 し 、 企業 の 課題 解決 や 海外 拠点 設立 等 
を 支援 。 

も っ と 詳し く 知 り た い 方 は こち ら https://www.jetro.go.| 

担当 課 : 通商 政策 局 総務 課 JETRO 班 (03-3501-1654) 
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持続 化 補助 金 の 活用 事例 (水産 加工 関連 ) 


梅 藤 水産 


(東京 都 新島 村 、 食料 品 製造 業 、 従業 員 5 人 ) 


・ 食 料 品 製造 業者 が 、 販路 開拓 の た め 、 持続 
化 補助 金 を 活用 し 、 手軽 に 焼 か ず に その まま 
食べ られ る 「 煙 製 く さや 」 商 品 を 開発 し 、 従来 
の 「 く さや 」 と は 趣 の 異な る 風味 で 「 く さや 」 の 味 を 
まだ 知ら な い 「 く さや 」 ア ン 予 備 軍 を 開拓 。 


「 煙 製 く さや 」 商 品 を 開発 する こと で 、 島内 の 土 
産物 店 に 並ぶ が 「 く さや 」 商 品 と 他 店 が 提供 する 
新島 産 「! く さや 」 商 品 と の 差別 化 を 図っ た 。 

・ こ うし た 効果 も あり 、 新島 島内 の 飲食 店 や 土 
産物 店 で は 高い 評価 を 得 た 。 


くさ や スモ ー ク ジャ ヤー キ ー 


灯 製 くさ や 3 枚 入り 





谷 国 水産 
(和歌 山県 、 水 産 加工 業 、 従 業 員 1 人 ) 


* し ら 5 す 加工 業者 が 、 持続 化 補助 金 を 活用 し 、 


区 揚げ し ら す だ け で な く 、 新しい 加工 品 ( 漬 生 し 
ら す 、 揚げ し ら す 等 ) に 力 を 入れ 、 お 洒落 な 加 
工 品 と し て 、 容器 や パッ ケー ジ も 一 新 。 レシ ピ 
集 を 作成 する な ど 新 し い 和 魅力 も 付加 し て 「 谷 国 
(TANIKUNI) ブ ラン ド 」 を 定着 させ 、 販路 拡大 
を し た 。 








・ 東京 の アン テ ナ シ ョ ッ プ や 地元 で 開催 する マル 


シェ イベ ント で 「 お 洒落 な 加工 品 」 と し て 売り 出 
し 、 さら に 、 同時 に 作成 し た レシ ピ 集 も 付け た こ 
と で 、 売 上 が 増加 し た 。 


漬 生 し ら す 揚げ し ら す 


いつ も の メニ ュー に プラ ス す る が だり / 


有 


放 単 アレ ンジ 
LA s+ VE 


Fr 





: 二 


も の つく り 補 助 金 の 活用 事例 (水産 加工 関連 ) 


有限 会 社 小倉 水産 食品 


(鳥取 県 、 食料 品 製造 業 、 従業 員 26 人 ) 


水産 加工 業者 が 、 魚介 類 の 消費 回 復 の た め 、 


も の づく り 補 助 金 を 活用 し 、「 飽 和 蒸 気 調理 
器 』「 高 効率 蒸気 ポイ ラー」 を 導入 し 、 骨 ま で 
食べ られ る | アー スト フィ ッシュ 」 を 試作 開発 。 

・ サ ケ フ ラ イ 100g 当 た り の カル シワ ウム 量 が 、 360 
md から 1,700mg に 増量 し た ほか 、 10 種 類 の 試 
作品 の 開発 に 成功 。 

* こ うし た 効果 も あり 、 補助 事業 終了 後 4 年 で 


会 社 の 売上 高 は 約 1.2 倍 、 付 加 価 値 額 は 約 


2.7 借 に 。 





三 福 海苔 株 式 会 社 


(佐賀 県 、 食料 品 製 造 業 、 従 業 員 12 人 ) 


佐賀 海苔 の 加工 業者 が 、 も の づく り 補 助 金 を 


活用 し 、 お に ぎり 海苔 用 「 三 方 ロー 包装 
機 」 を 導入 し 、 カッ ト 海 苔 1 枚 1 枚 を ビ ロ ー 包 
装 で きる 体制 を 構築 。 


・ 一 般 の 包装 機 で 発生 し て いた 位置 ずれ 噛み 


込み や 搬送 時 破れ 等 に よる ロス 率 が 、 約 
18.09% か ら 約 1.49% ま で 減少 。 


* こ うし た 効果 も あり 、 補助 事業 終了 後 2 年 で 


会 社 の 売上 高 は 約 1.2 倍 、 付 加 価 値 額 は 
約 1.1 億 に 。 





